
平成 26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費

1項労政費

1目 労政総務費

事業名 本年度

鳥取県戦略産業雇
用創造プロジェク I711，9QO 
卜事業費

前年度 上ヒ

雇用人材総室[労働政策室1(内線 7223)

(単位.千円)
ーーーーーーー一「ー一ー一一ーで一

財 源内訳
較

国庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

01 711，9601564，595 147，365 

トータルコスト|川， 699千円(前年度 325，915千円) [正職員:1.0人非常勤職員 0.0人]

主な業務内容|在職者の人材育成等

工程表の政策目標(指標)I産業鰍附つ刷献 職業訓練を行い、県内産業を支える産業人材を育成

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
「超モノづくり人材とテクノロジー・イノベーションによる新産業創成」をテーマに、従来の製

造部門に留まらず新産業展開のキーとなる最先端の技術を有するイノベーション型製造人材と海外
展開を視野に入れたグローパ/レ型製造人材の育成を柱とし、相互連関の下に技術を有する総合的な
産業人材の育成・強化を図り、もって、県内の安定的で良質なし 000人の雇用を創造する。

本プロジェクトの産業人材育成は鳥取県に留まらず、産業人材育成の「日本モデル」として取り
組む。

2 主な事業内容
指定した主要製造業について、これまでの人材育成とは違い在職渚を中心として、個々の企業に

入り込み課題抽出からその課題を解決できる人材の育成までの一貫した支援や、高度専門性を有す
る人材を育成するため各企業ごとに必要な研修を実施する。
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一室
寄附講座開設事業

高度!'ICT天有育蔵
事業

ニーヌ1;::否あ否tr.
ものづくり等人材
基礎研修事業

指定事業主雇入れ

産長言語セン
ター施設整備事業

戦略産業雇用創造
プロジェクト関連
融資利子補給金
※別途要求

-通説固有の強みがあり、かっ、地域経済の核となる可能性のある技術分野に
ついて、鳥取大学で寄付講座を開講

-事業者・ 68.440千円 (4テーマ)
・ものづくり・デバイスと ICTを組み合せることで、顧客の課題解決につなが
るサーピスを付加し、より付加価値の高いビジネスに転換していくことがで
きるシステムエンジニアを育成する。

・事業者・ 18.160千円(研主委託料等)
・本プロジェクトの成果として生まれる新たな雇用(企業の新規立地7亨葉蔑
模拡大、新規事業展開)に応じて〈知識や技術、意識啓発を行う研修を実施
し、求職渚を戦略的に即戦力として育成する。

・事業者 17.220千円(研修季詫料等)
・地域雇用開発奨励金の上乗せ(雇入れ1人当たり 50万円)により実施する。

3 これまでの取組状況、改善点
・人口減少下においても持続性のある安定した経済成長を目指すため、環境・エネルギー、バイオ、
健康関連産業など成長分野への構造転換を促進する「鳥取県経済成長戦略」を平成 22年4月に
策定した。

・成長戦略策定以降、グローパノレ競争激化と急激な為替変動等を背景とした大企業の統廃合や製造
拠点の海外移転などにより生産ピラミッドが崩壊した主要製造業の立て直しとモノづくり産業の
高度化による再生、成長分野として脚光を浴びている医療イノベーションやサービスイノベーシ
ヨンによる新産業創造、産業の国際分業化による競争力の強化を行い、県民所得の増加と新規雇
用の創出を図るため、平成 25年4月に「鳥取県経済再生成長戦略」を策定した。

-平成 25年 10月から事業を開始し、参加企業は 105社(平成26年 1月 30日現在)
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平成2 6年度一般会計当初予算説明資料

費務総
費
政

費
政
労

働
労

労

目項
1

款
1

5
 雇用人材総室[労働政策室1(内免許鵠i

財 jJiji 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 車交 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

創推(新造進)戦プ略補産ジ業雇用
ロ ェ金クト 1，000 。 1，000 1，000 

利子助

トータルコスト 1，774千円(前年度 0千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 制度の周知・説明、申請書の審査、補助の実施等

工程衰の政最目標(指標) 産業鰍|市立つ人材の育成:職業訓練を行い、県内産業を支える産業人材を育成

事業内容の説明

1 事鳥業取県のと戦目略率的産・利概業雇要子用補創給造プロジェク者トに参金加利す負担る企業軽に対して金融機関が行う融資事業に対
し、国同 の を行い、事業の の減を図る。

2 主な事県と戦業略率内産容の利業鳥取 雇補用創給造プロジェクトに参加する企業に対して金融機関が行う融資事業に対
し、国間 子を行う。，

区分 内 ?t1コ守'・

補助対象者 金融機関(協議会の構成員)

利子補給率 実1.0質匹無以利内息(国とのな利る子場補合給あとり)あわせると、金融機関の金利によっては

補給期間 5年 (60カ月) (H27~H30債務負担行為限度額: 4，000千円)

対象事業 鳥取事業県戦行略産う業企雇業用創対造プロジェクトに参金加し備、資目金的達成に寄与す
る を にする融資(運転資、設 ) 

3 鳥これ取社県ま。戦で略の(平取産成組業2状雇6用況年創、1改造月善プ3点ロ0ジ日ェ現ク在ト)は、 平成 25年 10月より事業を開始し、 参加企業は
105 

/ 
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5款労働費
平成 26年度一般会計当初予算説明資料

1項労政費

1目 労政総務費

雇用人材総室[労働政策室1(内線:7223)
(単位:千円)

財 ;ffl! 内 訳
事 業名 本年度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

報中小企業支の事求人情
発信援業 3，000 4，200 ム1，200 3，000 

トータルコスト 3，774千円(前年度 4，994千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容 制度の周知、補助金の交付決定・支給事務

工程表の政策目標(指標) 全国平均を上回る有効求人倍率の達成

1事体業事県※を肉9活業内容8用の中~の情小眉し誕報企的よ明サ業うイ概のと人すト要と材るは県、保内求を中人支小企媛企業す業のるに説対た職め情し、 就職経供等費情を報の目サ的イ郁とをトし助(て団到挺開す設のるさ利れ用たにより求人情報晶信媒

情て報、提 ウェブサイトをいう。

2 主な事業内容

対象企業 求人企登業録(実県績内にな本い社企を業有する中小企業に限る。)で、過去大手就職情報サイ
トへの の

対象経費 ①(前主に学生録を者対数象としねた就2職情報人サイトへの掲就載職料情金
年の登 が概 5万以上の大手 報サイトに限る。)

.、

+ (①に追加して、下記の②~④を対象とする。)

②③④就職関連イベ作作ン成成トへの参加経費費費( ( ホームベ}ジ に る 人 を目としたのにる。
パンフレット に係係る経経 求求人情情報報発発信信を主主目的的としたもものに限限る。)) 

補助金額 基本補助 -補助率:1/2 -上限額 :400千円

上乗せ補助

※-補県プ助内シ率大学:機等り1/求在能人学2を情者利報や用を県し発出た・信上身ダ限じイの額た大レ場学:ク合2生トが0等メ対0ーを象千対ル円象、文として、 サイ トの
オョン はパンフレット
作成等によ

3 これ実ま績での(取平成組状況 改善点
0利用 26年 1月現在申請企業を含む)

利用企業数 採用・内定企業数

平成 23年度 B干土 6干土

平成 24年度 3干土 3社

平成 25年度 5社

利利平用利報え成サ状用周ら企れ況予イ企2業定に業る8ト。つに、の3( お社け会るて採が用採用内定内実定践には至、っ平て歳お2り8、年本度軍利制用企点人業持材確祉保の支う援ちの6一社助平に成なっ2た4年と度考

残有い2効て4り年性は1度社、を利確平は用成認平企成す2業る32年にの7度年おに利度有け用効るに企新、で業規平あ成学っB社卒た2者中と6年の恩日度社採わ末用れ、卒平予る業成定。予が2定な4者年い度)向利でけ就用あ企職り情業、報事3社サ業イが中就2ト社職の活情が

0改善点

度対問象で企は業、平の成条件2を3年、度過利去用大企手業就が職対情象報とサなイるトたへめの)登録実績がないこととした。(過去2年
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費

1項労政費
1目 労政総務費

雇用人材総室[労働政策室1(内線・ 7223)
(単位.千円)

目オ j原 内 訳

事業名 本年度 前年度 比 車交 備考

目Il支出金 起 債 その他 一般財源

(新)未来プラン 〈雑入〉
研修生就職支援事 3，869 。 3，869 4 3，865 
業

トータルコスト 5，417千円(前年度 0千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 鳥取雇用創造未来プランの研修生の就職支援

工程衰の政策目標(指標) 人材育成メニュー就職者数305人以上

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

国委託事業で実施している「とっとり雇用創造未来プラン(以下、「未来プランJ) J (実施主

体:鳥取県雇用創造協議会)については、平成 25年度で終了するが、人材育成メニュー(求

職者向け研修)受講者は、研修修了後間もない者も多いため、他の受講者と就職支援期間につ

いて不公平を生じることから、引き続き就職支援を実施し就職へつなげていく。

2 主な事業内容

現在、鳥取県雇用創造協議会で雇用している就職相談支援員を、平成 26 年 4~6 月の期間
引き続き県の非常勤として雇用し、人材育成メニユ『受講者の就職支援を実施する。

(研修修了後 3ヶ月間、集中的に就職支援を実施することとしており、 6月まで支援。)

(平成 26年4~6 月の就職支援体制)

項目 配置人数 事業費

東部 3人(平成 25年度までは5人(就職相談支援員 3人、基金2人)) 2， 135千円

中部 1人(平成 25年度までは2人(就職相談支援員 1人、基金 1人)) 564千円

西部 2人(平成 25年度までは3人(就職相談支援員 2人、基金 1人)) 1，170千肝

合計 6人(平成 25年度までは10人(就職相談支援員 6人、基金4人)) 3，869千円

3 これまでの取組状況、改善点

未来プラン(平成 23~25年度)において実施している人材育成メニュー受講者の就職状況
は以下のとおり。

平成 23年度受講者・ 31 7人就職者:147人(目標:151人)

平成 24年度受講者:662人就職者・ 332人(目標 305人)

平成 25年度受講者・ 638人就職者:146人(目標 :305人) (平成25年12月末現在)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費

1項労政費
1目 労政総務費

事 業名 本年度 前年 度 比 較

雇用人材総室f労働政策室1(内線田 7223)
(単位:千円)

財 j原 内 司R
備考

自庫支出金 起債 その他 一般財源

労政行政費 6，204 5，490 714 152 6，052 

トータルコスト 15，491千円(前年度 15，023千円) [正職員:1.2λ]

主な業務内容 補助金事務、調査事務、研修会開催事務、関係機関との連絡調整等

工程衰の政量目標(指標) 係働機き方に対す体る意な識改革や良好な職場環を境守の雇改用善環の促境進を整:経備済す界・労働界や関
関がーとって、ワークノレーノレ る る

事業内容の説明

1 事及労働び業行企の政目的・概進要
の推 す、労る使人権関係団体との連絡調啓整等、労を働行者団体が実施する社会貢献活動等への助

成及 業等に対る ・同和問題への発 う。

2 主な事業内容
(単イす:千円)

事業区令 事業内容
企業内人権啓発推進事業 1，883 

-・・ 企公同×業和正2採人問回題権用)啓等選発雇考相用人連権談員絡啓発協の議推設置会進員の(2研開名催修)会(2の回開)催(3地区

雇用改善推進事業 100 建に設要す労働る経者費の雇用の改善に係る優良事業所等の表彰

|鳥労筈使取の東等事関芳係務支爾援総に若合補要園助調す存査金る在経(国費会委貢託献) 

320 |動労働及者び社団会体貢が行う動労に働係者る福経祉費のの向補上助の(た2め団碍体)発活

3，901 |県終審内労働組合の識に関する調査等の事務に要する

今言十 6.204 

3 喜聖これ書ま重霊で野童の三取宮組自間状殺況FE改TZ善S依点噂頼する424ど4勢)Y五E22事3警誠察忠の理世ぷ事情主哲主子iと山た 「公正
るため、企進業内の全
人権啓発推員研修

会労働をι査開者催団主し、張し体た労が句九働行行う政記労の働事基長者支礎街あデ上事ーの相タ向を上収変の集たすしめた議の.啓議発活唆動及)ヵび「孟社会諒貢献議活動 (エコライフ推b進活動、内 、る。
-県 等の状況及び活動実態
を調

職員人件費 110.048 103，290 6， 758 110，048 

事業内容の説明

一般職員 16名(雇用人材総室)の人件費
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費

1項労政費

1目 労政総務費

雇用人材総室[労働政策室1(内線 7223)

(単位:千円)

目オ j原 内 訳

事業名 1;本年度|前年度| 比 較
自庫支出金|起債|その他|一般財源

鳥取県地域雇用創
造計画推進事業 01 76，9561 ム76，956

トータルコストI0千円(前年度 84，106叩)[正職員:0.0人]

主な業務内容|

工駒臨時(牒)I一
事業内容の説明

備考

鳥取県雇用創造協議会が国から委託を受けて実施する「とっとり雇用創造未来プランJ(地域

雇用創造推進事業)の終了に伴う廃止。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費

1項労政費
2目 労働福祉費

雇用人材総室f労働政策室1(肉線:7223)
(単位:干円)

Rオ 源 内 訳
事業名 本年度 前 年 度 上t 較 備考

園庫支出金 起債 その他 一般財源

勤労者福祉事業費 27，804 27，850 ム46 27，804 

トータルコスト 33，221千円(前年度 33，411千円) [lE職員:0.7人]

主な業務内容 補助金事務、契約事務、関係機関との連絡調整、指導・監督、支払等

工程表の政策目標(指標)
働係を機促き進方関す、に対地るす域及る意び識行政改等革やが良好体なと職な場っ環て境、雇の用改善環境の促の進改善:経と済勤界労者・福労働祉界の、向上関

1事が労業事県で働内者業内き線の1るにの1対働周よ説的〈うし明労労て稲働働面時妻者吾ぎが梧信生祉吾きがいを持他資ちす、健支る事援康で文化対E動Jしな生助'"活成を営みとつつ安心して働企き続経け営るとk
の 提の増供進そに 業をに て するともに、中小業の 者、
、 の の 行

2 主な事業内容

24.973 
24，368 

県置談内 3か所働て、者に助中・言小経、企営情業者報労か提働ら供相の等談労を所働行・(う雇み。なく る)すを設相にし対、労し 用に関る

労働教育推進業務 605 基礎的な労働回開関係催法令等労に係者るセ営ミ者ナ}を情県内 3地
区で計 18 し、 働 ・経 へ の 報 提供
を「

2，652 
学(財習)会鳥る事取業県を労、行働文化ー 吉・祉体協育議事会業及が実び施広す報活る労動働事者業福等祉に

ム計 27.804 

※体中小企 労働相談業所務設委置託 は、 主関場:環平境成改2善4: 開 業(労 5平管成理2改7善年助3言月; マ) とー
で公募により 。[委託期 年4 月 1 日~:lJZJJJt 2 7"P 3 Jl 3 1日]

3 況実事雪銭、改空喜善安正宅点み糧量業とにより 融資、

お(生い活ての、調、労5働育和年児者)度休をの・業支経相援営談中者件のし労数たか働。はら者の(11労に22働低月月利末・末雇で時現生用点在活にで:資関23金す，件をる3) 相談に

平成 25 "P}j!'(7)1'1'I ~1'i= ;jí9Jj: 1 2Jl*s¥j'，lf，¥"t"2， 315件)

現が 回労の働経、者済3福的 、。文化上 ・体育事業及び広報
ることにより の向を図った。
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5款労働費
1項労政費
2目 労働福祉費

平成 26年度一般会計当初予算説明資料

事業名 !本年度 前年度

雇用人材総室[労働政策室] (内線:7223)
(単位:干円)
ー一一一ー，一一ー一一

財源 内 訳

国庫支出金|起債|その他|一般財源
備考比較

職場環境改善支援
事業 4，087 3，976 1

 
1
 

1
 

4，087 

ト一書ルコスト I5，635千円(前年度日65千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容|事前調査・企画、連絡調整、依頼、募集、資料作成、当日作業、支払等

工程表の政策目標(指標)I働き方に対する意識改革や良好な職場環境の改善の促進 経済界・労働界や福
祉・子育て関係機関、地域等と行政が一体となって、ワ}ク・ライフ・バラン
スの実現や男女共同参画が可能な職場環境を実現する。
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2 主な事業内容

合計 I 4，087 

※労務管理改善助言事業は、勤労者福祉事業費(中小企業労働相談所設置事業)と一体で
公募により業務委託。[委託期間.平成 24年4月 1日~平成 27年3月 31日]

3 これまでの取組状況、改善点
-労務管理アドバイザ}を県内事業所へ派遣し、事業主へ助言・情報提供等を行い、労務管理や
職場環境の改善を図った。 (11月末現在:276事業所)

・労使一体による職場環境の改善に向けた取組を促進するため、県内事業所等が開催する社内研
修等へ講師を派遣し、取組へのきっかけづくりを行った。
(1 1月末現在:39件、 1，223人参加)

・県内事業所の事業主、人事・労務管理関係役職員等を対象に、県下3地区で働きやすい職場づ
くり支援セミナーを開催し、県内事業所における実際の職場環境向上の取組事例、実践ポイン
トや取り組むことによるメリット等の紹介を行った。(平成 25年度:計 380人)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費
2項職業訓練費

1日 職業訓練総務費

事業名 本年度 前年度 比 車交

雇用人材総室[労働政策室1(内線・ 7223)

(単位:千円)

財 j原 内 ~R 
備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)中小企業職
業訓練助成事業 2， 967 。2， 967 2， 967 

トータルコスト 4，515千円(前年度 0千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 制度周知、補助金交付事務

工程表町政量目標(指揮) 産セ業人フ材テのイネ育成ットとしての職業訓練の充実;職業訓練を通じた県内産業を支える

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
人材育成への意欲を向上させ、事業所等の訓練の取組をより促進するため、県内に本社又は主

たる事業所を置く中小企業、又は中小企業の従業員で構成される共同団体等が主体的に企画実施
する小規模な訓練の実施、また、教育機関への従業員の派遣に対して支援を行い、さらなる在職
者の能力開発、向上の促進を図る。

2 主な事業内容

事業主体者 訓練を実施する企業又は共同団体
助成対象内容 -県l内Eh3 で行われる訓練

(集 して実施され、通常の業務と区別できる訓練)
-受講生が 2人以上
-訓練時間

中小企業 共同団体
自主企画実施 教育機関へ派遣 自主企画実施

6時間以上20日寺間未満 16時間以上20時間未満 6時間以上

助成対象となる 中小企業.当該企業の従業員

受講者 共同団体.構成員である中小企業の従業員
-県内の事業所に勤務している者
-出席率が 8割以上の者

助成対象経費 自主企画実施.研修に要する指導員・講師謝金、会場使用料、教材費等
教育機関への派遣:受講料、教科書・教材費

補助額 1人 1時間あたり 430円
補助限度額 • 1企業(団体)あたり年間1，000千円まで

-受講者 1人あたり年間100時間まで
-自主企画実施の場合は、支出額一収入額が上限

(支出額.講師謝金、会場使用料等実施経費、収入額:受講料や教材費等を徴収
した額)

-教育機関への派遣の場合は、受講料、教科書・教材費代が上限

3 これまでの取組状況、改善点
在職者の職業能力の開発・向上については、産業人材育成センターが実施する在職者訓練の

活用、また、それ以外の分野の訓練は事業所が経費を負担し、人材育成を行っているところであ

る。
こうした中で、中小企業が求める人材育成への意欲を向上させ、事業所等の訓練の取組をより

促進するために訓練に要する経費について助成を行い、さらなる在職者の能力開発、向上の促進

を図る。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費
2項職業訓練費
1目 職業訓練総務費

雇用人材総室[労働政策室1(内線:7223)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事 業名 本年度 前年度 比 車交 備考

E庫支出金起債その他 一般財源

技能振興事業 49，587 51.734 ム2，147 18， 716 30，871 

トータルコスト 62，743千円(前年度 65，239千円) [正職員・1.7人]

主な業務内容 補補者助の金推業薦務依頼(交、付選決考定委、員額会の開確催定)、等技)、能優検れ定た業技務能(者合表格彰証等書の作業成務等)(被等表彰候

工程表の政策目標(指標)士技の能知の名重度要の性向を上広とく技県能民継に承PをR進しめ、、県職内業技人能の者育の成社を会推的進地位の向上促進:技能

事業主内事容をど業づの園しの説〈てり周明、りも的醍安の心づ縫の喪くー?り警の事を職向 を生目担活指いすを、確動機県保民す付のるけ日と常と生も活にを、支若者えるに人技材能でへあの興る技味能を士持のた技せ能て水将準来のの

業 とする。

2 主な事業内容
(単位:干円)

事業区分 事業費 事業概要

認事定業職費補業助訓練金助成 14，243 事補助業主団体等が行う認定職業訓練校の訓練に係る経費を

技費補能振助金興推進事業 6，034 各会技を能士会補等の研修会、展示会等の経費を技能士会連合
通 じて 助

優る者れたの技顕能彰を有す 1，118 等「卓の越知事し表た技彰能等者及jび名「優工れ展たの技開能催者等J r高度熟練技能者」

発J鳥取協会県職補助業能金力開 27，012 鳥技取能県五職輪業等能出力場経開発費協を補会へ助人件費、 技能検定実施経費、

技能検定県事務費 180 技能検定合格証書の作成、郵送料等

とっと事りの補技助能金魅 1，000 
特具鳥別・取機な県械イ技ベを能使ン振っト興たフ(作普ェ業段ア体触に験れお等るい)こてにと小要の中すで高るき校経な生費いをを現対補場象助やにした力発信業 、道

合計 49，587 

3種毎平年のこ成若れ202年0ま2名年人で以度材の上か取ののら確組高、保状校地況た生元、めの企改、受機業善検械の点者検人が査材受等ニ検1ー0職しズ、種の基のあ盤技る人能職材検種の定、底試県上験産げの業が受施図検策料らとれをした減て。免集し積てをお目り指、しそてのい結る果職、

対 象 職 種・ 械加造工、園機、械園保芸全装飾、電、気フ機ラ器ワ組ー装立飾て、、電建子築機大器工組立て、

減免の内容・ 3 
3 

高校生受検者数: → →平成23年度 246名 →
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費
2項職業訓練費

1目 職業訓練総務費

雇用人材総室[労働政策室1(内線:7223)
(単位:千円)

Rオ j原 内 訳

事業名 本年度 前年度 比 較 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

〈手数料〉
職業訓練行政費 45，520 46，810 ム1，290 22，641 95 22， 784 

トータルコスト 51，711千円(前年度 53， 165千円) [正職員:0.8人非常勤職員:0.2人]

主な業務内容 訓練手当の支給、職業訓練指導員免許の交付

工程表由政相揮(指揮) セーフテイネットとしての職業訓練の充実:職業訓練を通じた県内産業を支える
産業人材の育成

事業内容の説明

1 事業の目的関概要
障がい者等就職困難者に対する職業訓練受講中の訓練手当支給等により、求職者の職業能力

開発促進を図る。

2 主な事業内容
(1)訓練手当の支給 (45，283千円)

求職者の知識及び技能の習得を容易にするため、雇用保険受給資格者を除く障がい者等就
職困難者が職業訓練を受講する場合、訓練受講期間中に訓練手当を支給する。(月額10万円
~13万円程度)

支給対象者 手当の内容
障がい者、母子家庭の母、 基本手当(訓練期間に応じて支給)
父子家庭の父等 受講手当(訓練を受けた日数に応じて40日分まで支給)

通所手当(訓練場所への交通費相当) 等
(2)職業訓練指導員免許の交付 (237千円)

職業能力開発促進法に基づき、職業訓練指導員免許を交付する。

3 これまでの取組状況、改善点
-訓練手当の支給により職業訓練の受講を促進している。
[24年度実績]支給人数57人、支給総額32，966千円

-職業訓練指導員免許の交付により職業能力開発促進に寄与している。
[24年度実績]交付件数26件(うち再交付1件)

職員人件費 158.194 158，378 ム184 158，194 

事業内君主の説明

一般職員 23名(雇用人材総室、産業人材育成センター)の人件費
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室[労働政策室1(内線・ 7223)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 1 本年度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起 債 その他 →蹴原

職業訓練事業費 447. 780 444. 570 3.210 351.283 
〈世1用6料・1手0数7料〉

78.868 
〈雑入〉

.522 

ト-:¥1ルコスト 607，203千円(前年度 608，216千円) [正職員:20.6人非常勤職員・ 25.4人]

主な業務内容 職業訓練の実施、産業人材育成センターの管理運営及び施設整備 等

工程表。政細書(指揮) セーフ材テイ育ネ成ットとしての職業訓練の充実.職業訓練を通じた県内産業を支える
産業人の

事業内容の説明

1 Fを穀謹)素に人お話材け育る扇孟N新Z規ン学」タ卒霊ー者長の、管雑聖理聴運書者草営校並よび統、に合産そ 象及す在びにる職企施た者設業め等整ニ、を備ー平対成ズに象要に2とす的5し確年るた度経に職対費に業応倉で訓吉あし練た、るを職。米実業子施訓のす練旧る高をた提等め供技の術で経専き費門る、

2 主な事業内容

( 1 ) 職l〔〔業職寄訓司業練宿11練用舎訓練のパ冷実事凍ソ務業冷コ蔵費£ン3賃庫8・6債借賃..2務料借30負料…千担債・円・行務債)負務為<担負限11行度担1コ額行為ー為限ス平度限、成額度l額2，77年平65度成平人2成、〉7年B27，4度年0度0~千3~0円年3〕2度年度、、l，936608千千円円〕〕

(単位:コース、人、千円)

区分 対象 コース 定員 予算額 概要

長期訓練 新規学卒者等 7 150 73，515 
ンピ旦「←タz富科(5j(自0)1科 [1;木計E造喜建イ量簾ンi (01的

科土コ自木動ン(20車シピ)整、スュ備デテタム 科0)、[ 科(3(01)0)、、

科ザイン科、設(2 テリア

離職者 2 50 53，593 介護福祉士養成科[2年課程J(50) 
短期訓練 離職者 60 1，040 247，880 介ノ号護系 16コース (275)( 

ソコン系 34コース 586)

事そ(務の峨他系 6コース (99)(造園等) 4コース (80)
)託児サービス付き訓練日一側〕
26年度末開始訓練7コース(125人)

在職者 42 525 11，242 事オ務ー・パソコン型系等練(455) 
ダーメイド司1I;i，lIi(70) 

合 計 111 1， 765 386，230 ( )内は定員数

(2)・産産訓業練業練人生材の育入育成校成就セセ職ン活タ動の、施管巡理回設訓運就整練職備営用等備支(援(指3，の82，購導4330員入千7千な円ど)の配置等に要する経費である。
(3 ) 人用材パ ンターの 23 Z) 

-司11 ソコンのリース、 品 に要する経費である。

3 襲これjまでEのE悲;当君金主喜臨管ゐ震車見またられるiの九零i官私縮 局箆計年度をま設 す
職 方る。のニー、ズ?託を サまえた司11 訓実 し、雇期用のセーフテイネットの練実

を図ってい
く 、>

H20 H21 H22 H23 1 H24 H25 
318人 1. 170人1 1. 144人1 1. 076人1 1. 076人 1. 074人

-職高26校年者卒委3業月託予卒訓定業練者予にの定厳者のし就い雇職高校用内情定卒勢状業況未に対が応職改す者善傾のるために枠、あ22るを年設こ度けとにか新ら設、し実た施高し校な卒い業こ未と就と職す者る訓が練、は離、
おいて、 就 優向先 設ける等で対応していく。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費
2項職業訓練費
2日 職業訓練校費

雇用人材総室[労働政策室1(内線，72 2 3) 

(単位・千円)

財 ;源 内 訳
事業名|本年度 | 前 年 度 | 比 較 備 考

l国庫支出金|起債|その他|一般財源

障がい者職業訓
練事業費 36.160 34， 998 1， 1621 35， 027 

く雑入〉
801 1，053 

トタルコスト|肌 ω0千円(前年度 49，297千円) [正職員 1.8人非常勤職員 8.4人]

主な業務内容|知的障がい者を対象とした施設内での職業訓練の実施、求人企業・民間教育訓練
機関への委託訓練に係る事務

工程制臨時(指揮)1 セーフテイネットとしての職業訓練の充実:職業訓練を通じた県内産業を支える 1

産業人材の育成

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
障がい者を対象とした職業訓練を実施し、就職に必要な知識・技能の習得の機会を提供すると

ともに、障がい者の就職の促進を図る。

2 主な事業内容
( 1 )一盗塁宣車

( 2 ) 

3 これまでの取組状況、改善点
〔施設内訓練]

り、就業に必要な基
る者を対象に、実践

・平成24年度の就職率は、総合実務科 8O. 0% (修了者5名、就職者4名)。応用実務科
は修了者1名、就職者は無し。

[委託訓練〕
・平成24年度の就職率は85. 9%。訓練修了後3か月時点での就職率は78. 3%と、全
国平均の 69. 2%を上回っている。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費

2項職業訓練費
2目 職業訓練校費

雇用人材総室[労働政策室1(内線田 7223)
(単位千円)

財 i原 内 訳
事業名 本年度 前年度 Jt 車交 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

整育鳥取成備県立産業人材
セン合一施設 53，541 33，051 20，490 25，567 27，974 
費

トー告ルコスト 53，541千円(前年度 33，051千円) [正職員・ 0.0人]

主な業務内容 県立産業人材育成センター米子校本館の外壁劣化部分等の改修工事

工程表の政策目標(指標) セーフテ材イネ育ッ成トとしての職業訓練の充実:職業訓練を通じた県内産業を支え
る産業人の

事業内容の説明

1及事県び立窓業産枠の業の目人取的材替・概等育成必要要セなン改タ修ー米を子行校う。本館棟について、 利用者の安全を確保するため、 外壁の補修

'2 主な事業肉容
(単位:千円)

区 分 事業内容 予算額

実施設計委託料
米子校本館外壁改修工事

2， 407 

工事請負費 51， 134 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室f労働政策室J(内線・ 7223)

(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名|本年度 |前年度|比較備考

圏庫支出金|起債| その他 |一般財源

《

H
unu 

n4u 
n
U
 

8
u『

へ
進

者

推

年

継

若

承b
己

、BJ
A
問
問

新

技

業

(

の

事
(0) I (40， 300) (40，300) 

[開問明 ※緊急雇用創出事業叶計

本 事 業は一25年 度一搬出いて…設された「地域…事業J7
について、「鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金Jを活用し実施するもの。

1 事業の目的関概要

若年者に対し集合訓練や企業実習を実施することにより人材育成を行い鳥取県の技能承継を推

進する。

2 主な事業内容

若年者の入職促進、人材育成を支援するため、鳥取県職業能力開発協会と企業の共同体に委託

して、若年者を期間雇用 (6ヶ月)し、集合訓練や企業実習をすることにより、正規雇用に結び

つけ、技能承継を推進する。(期間雇用人数 1 5名)

(県から共同体への委託内容)

0若年者の人材育成(若年者の日ヶ月間有期雇用、集合訓練、企業実習)

O共同体事務局の運営(事務局員 1人)

0若年者への技能承継推進事業スキーム図

県

共同体

EJ 

共同体メンバーが
ハローワークに求人

聞聞圃 圃悶悶悶悶圃

<参考>地域人づくり事業

失業者に対する地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援又は短期の雇用機会を提供した上で

行う、地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援並びに在職者の賃金引き上げ等の処遇改善を目

的として、事業者が行う販路拡大等の取組支援のために、民間企業等に対する委託により行う事業。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費

1項労政費
1目 労政総務費

事業名 本年度 前年度 比 車交

業(新支)援障推が進い者事就業
(42， 646) (0) (42，646) 

28， 604 。28， 604 

雇用人材総室[就業支援室J(内線:7229)
(単位:千円)

Rオ j原 内 訳
備考

目l車支出金 起 債 その他 一般財源

(21，153) (21， 493) 
〈繰入金〉

7. 111 21，493 

ト-?zルコスト 36，343千白(前年度 0千円) [正職員:1.0人]

主な業務内容 障がい者創業・起業支援、県版ジョブコーチセンター設置など

工程表由政相揮(指揮) 障がい者の就業支援.民間企業における障がい者雇用率を前年度以上とする

事業内容の説明 上段( ) fザ閉館護協議議

1着事支県援業内の)事業を目行的所にう・概。対要する障がい者雇用の啓発を行うとともに障がい者就業支援体制強化(特に定

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業概要

起障ニシ業テがャ支ノいィレ援者創コ事業ソミ業ュ・

20，294 

障体制が強い化者事就業業
(21， 153) 
7，111 

人ョブ高シ齢コー・障チ害一
= ョブコー

啓障発が推い進者事雇業用
345 

000企企障し業業たが精いをに対神者雇象雇障用用がとさいれをし雇進たて障用めい対がてる応いい同者例僚く雇示た等用集めにののの対好企作する事成業例研啓無勢修会の・作情成報提供を主体と

主障がい者就労ク 854 

BE望襲号総撃丸司事が官蔵主職豊活百動を弘行う主場主合協等明快号事も関連機業ツトワー

0 、必要、に応じて手話通訳

合計 (42，646) 
28，604 

二障平れ国蜘仙平ま知成日、lでの者2の)議雇制4調恥を年組設及度月の状置喜末推官況具し進、た体i官2と改.的取善な脚1り点構鐘9¥iむ6J7人た正2め時4=今5平い平f成、成タ1恥28管年8年度Sj度にの響末下「霊障に殿3が、い官d3者就0団s0業体r人支や設援障定推tし進fた協p二議会、j「(会長生障活が支し、
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費

1項労政費
1目 労政総務費

事業名 本年度 前年度 比 較

障援がい者就業支
事業 23，773 25，460 ム1，687

雇用人材総室[就業支援室1(内線:7229)

(単位.千円)

目オ j原 内 訳
備考

目l車支出金 起 債 その他 一般財源

23， 773 

トータルコスト 27，643千円(前年度 37，376千円) [正職員:0.5人]

主な業務内容 障がい者就業・生活支援センターの体制整備 等

工程表由政皆目標(指書) 障がい者の就業支援:民間企業における障がい者雇用率を前年度以上とする

事業内容の説明

1 
事県業内事の業目所的に・概対要する障がい者雇用の啓発を行うとともに障がい者就業支援体制の整備を行う。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 予算額 事業概要

障費るがハいン者ド雇ブ用ッにク作関す成
179 

障にクがの当い作た者成っ雇て・用配の布支に援関ドこす措よ置るり相や雇談助用成の・支促制援度進のをを窓ま図る口とや。め障たがガイい者ド雇ブ用ッ

業障所が等いの者表雇彰用優良事 36 
協障い者力が雇事い章用莱雇所功用、労優者障良がの事い5者警項所就目労、に健つグ秀いッ勤てド表サ労彰障ボがを行いト者事う。業、職所場、実障習が

援備障害セ者ン就タ業の・生体活制整支
21，841 

者障害の職事者就場務就業補開及業拓助び・支員生生援活、z員名支支.1援援1名各セに)1係ン名タる)ー支援(員3箇の所配置)がを行行うう障がい
事業

障がし、者職場実習 1，607 
職与場にる。実、職習(事場の業受や主け者入職れ場(事障体業が験所い者者に同対)にし1，0対て謝0し0金て円/をも支奨日給)励す金るを支支と給と

各会種の開セ催ミナ一、 研修 110 
.就覇す業2る支2。援基弘礎研幸修警望会号を会開イ事す襲警る。22ゐの研修会を開催

合計 23， 773 

奨

の
進
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費

1項労政資

1自 労政総務費

雇用人材総室 I就業支援室1(肉線:7229)
(単位・千円)

ー一一一一一T一一一一一
財源内訳

事業名 本年度 1前年度 比較
国庫支出金|起債|その他|一般財源

ふるさと就職促進
事業 I 12， 941 14，7781 ム1，837 12，941 

トータルコストI16，811千円(前年度 18， 750千円) [正職員目 O.5人]

主な業務内容I1 J Uターン就職の支援業務

備考

工程表の政策目標(指標)I 1 J Uターン就職の促進:1 J Uターン希望者への情報提供の充実等により、
就業環境を整備する。

事業内容の説明

(ふるさと鳥取県定主主機構の関与した 1J Uターン者数 70人以上、人材ノ『ン
クシステム登録者数 3，000人以上)

1 事業の目的・概要
東京・大阪に定住促進コーディネーターを引き続き配置するとともに、大学等に進学した学生

やその保護者に県内J制哉情報を積極的に提供することで、本県への IJUターン就職の促進を図
る。

2 主な事業内容
( 1 )定住促進コーディネーターの配置(ふるさと鳥取県定住機構に委託) [予算額 12，153千円]

IJUターン就職については、スタップを東京、大阪に配置することで、相談者の状況を的確
に把握し、相談の着実な積み重ねを行う。
また、日ごろから大学等の訪問を重ね、大学の就職担当窓口との綿密なパイプを構築すること

で、各種就職フェア実施の際に学生への周知を的確に行う。
0配置人数

・就職相談担当 2名(東京、大阪各 1名)
・大学訪問担当 1名(大阪)

0業務内容
. 1 J Uターン就職に関する相談、情報提供、無料職業紹介
・大学の就職支援部門や本県出身学生への県内就職情報の提供

(2)県外に進学した学生のUターン促進[予算額 788千円]

大学等に進学した学生に、県内就職情報を確実に届けることで、県内企業への就職を促進する。
O保護者宛ての県内就職情報の送付

大学=短大等に進学した学生の保護者に本県就職情報を直接郵送するとともに、人材ノ〈ン
クへの登録を PRする。(進学初年度から送付)

3 これまでの取組状況、改善点
・大阪に大学訪問担当の定住促進コーディネーターを配置して、大学の就職支援担当とのパイ
プを強化した。

・今後は中国 5県で連携して大学を訪問するなど、さらに大学とのパイlプの強化に努めていく。
. 1 J Uターン就職を促進するため、県内企業情報が広く IJUターン希望者に届くよう取組
を進めていく。
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5款労働費
平成2 6年度一般会計当初予算説明資料

1項労政費

1目 労政総務費

雇用人材総室f就業支援室J(内線:7229)
(単位・干円)

事業名

鳥取県技術人材バ
ンク運営事業

本年度!前年度|比較

15，006 O[ 15，006 

財

目庫支出金

トータルコストI18，876千円(前年度 0千円) [正職員:0.5人]

主な業務内容|技術人材パンクの運営管理等

工程衰の政策目標(指標)

事業内容の説明
1 事業の目的・概要

j原 内 訳
備考

一般財源

14，955 

県内企業への就職を希望する技術i人材(求職者)の情報と技術系人材を求める県内企業(求
人企業)の求人情報を蓄積し、求職者の技術的能力評価、求人企業の人材ニーズの詳細な把握等
により、専任のコーディネータ}が両者の最適なマッチングを支援する「鳥取県技術人材パンク」
を運営し、技術系人材の県内就職及び県内企業の技術系人材の確保を促進する。
※「鳥取県戦略産業雇用創造プロジェクト」の一環として事業実施し、県外窓口に係る経費は、
「鳥取県戦略産業雇用創造プロジェクト事業費」で別途計上。

2 主な事業内容
( 1 1Jt!:'J1.......IIJ・

東丙窓口 大阪窓口 東京窓口
名 称 鳥取県技術人材パ 話有創取造県産オ業フ未ィ来ス ・展|鳥ン取ク東県京技オ術フ人ィ材スパ

ンク

f場予定所) 
履用人材総室内 阪駅前ピノレ内 |鳥スオ取フ県ィ東ス京内ビジネ

コーデ置数ィネータ 3名※ 2名 1名
一配
※3名のうち 1名は、県内求職登録者の急増に対応するため、臨時的に配置。

(2 )業務内容
①求職者情報の収集・登録と技術的能力評価

バンク独自のネットワークや関係機関との連携等により、求職渚情報を収集・登録し、登
録者との面談等により技術的能力の評価を実施する。

②求人情報の収集・登録と人材ニーズ把握
企業訪問等により求人情報を収集・登録し、求人企業からの開き取りにより、企業の人材
ニーズを詳細に把握する。

③求職者と求人企業とのマッチング、
求職者、求人企業の登録情報を元に、最適なマッチング、を実施する。

3 これまでの取組状況、改善点
・平成25年度は、「鳥取県技術人材バンク整備事業」として、体制整備を中心に実施した。
-求職登録者数・ 156名 求人登録数:8 8名 (33社)就職決定数 :26件(パンク以外
の紹介による決定数含む) [平成 26年 1月 20日現在〕
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室[就業支援室1(内線田 7229)

(単位千円)
~ーーーすーーーーーーー

5款労働費
1項労政費

1目 労政総務費

車交

(5， 120) 
7，092 

比前年度

(86，814) 
78， 827 

本年度

(91， 934) 
85，919 

名

若年者就業支援事
業

業事

101，070千円) [正職員:2.8人非常勤職員:11. 0人]

若者仕事ぷらざ等、若年者就業支援窓口の設置及び支援の実施等

107，588千円(前年度トータルコスト

主な業務内容
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は緊急雇用創出事業計上分を含む額

若年者の就業支援:おおむね45歳未満の就職率を前年以上とする

※上段(

l工程表の政荒目標(指標)
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22，181 

35，487 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室[就業支援室1(内線:7229)
(単位千円)

5款労働費
1項労政費

1目 労政総務費

訳
備考

一般財源

内;市Rオ
較比前年度本 年 度名業事

(50，092) 
50，092 

その他

(13， 377) 

債国庫支出金|起

(18， 880) 
5，503 

(44， 589) 
44，589 

(63，469) 
50， 092 

中高年者就業支
援事業

46，972千円) [正職員:0.3人]52，414千円(前年度トータルコスト

中高年者に対する就職支援主な業務内容

中高年者等の就業支援:中高年者等の就職率を前年度以上とする

)は緊急雇用創出事業計上分を含む額
事業内容の説明

事業の目的・概要
ミドル・シニア仕事ぷらざ(県内 3か所設置)については、就職が困難とされる中高年者(お

おむね40歳以上)の就職支援業務を 3か年間(平成23年4月~平成26年3月)、民間職業紹介事
業者へ委託実施した。この事業効果が高かったため、引き続き 3年間事業を実絡する。

※上段(

工程表町政相揮(指揮l

1 
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(3年間の債務負担行為)

日曜日、祝祭日、年末年始を除く)午前 10時~午後 6時(土曜日、

重量

※平成25年度は12月末現在

1 2 

3 

国

脚

抑

制

閣

制

開

制

拙

2

加

。

新規相談者・求職者数(単位:人)

4抽

'50 

吉岡

2S0 

2曲

ぉ。

100 

国

抑

制

醐

別

刷
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制

珊
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。

就職決定者数(単位人)

400 

350 

3唱。

250 

200 

150 

100 

50 50 

H24 
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5款労働費
1 l頁労政費

1目 労政総務費

平成 26年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室[就業支援室]

事 業名 本年度|前年度|比較
財 i原 内

その他

〈雑入〉
59 

(内線:7229)
(単位千円)

一ー一一一一T一一一一一
訳

一般財源
備考

目庫支出金|起債

鳥取県ふるさとハ
ローワーク運嘗事
業

トータルコスト|均四千円(前年度肌山千円) [正職員 0.6人非常勤職員:4.0人]

主な業務内容|職業相談、職場定着支援、講習受講斡旋、能力開発支援の実施

15，269 15，248 21 15，210 
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2 主な事業内容
八頭・境港の「鳥取県ふるさとハローワーク」に就業支援員を各2名配置する。

瑳「落
ふる宮!-ハローワーク境
役所 1階
よ道三立立_Q

を等費水熱光費理管
問
…
皇

市町

3 これまでの取組状況、改善点
平成 21年3月に県の支援員を各 1名から各2名に増員し、支援体制を強化した。また、関所

時間を 9 時~17 時までから、 8 時 30分~1 7時 15分までに延長してサービスの向上に努め
た。

主_2_
456 
448 
904 

主主
456 
410 
866 

品一山一山

25 
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費

11頁労政費

1目 労政総務費

雇用人材総室f就業支援室J(内線:7229)
(単位千円)

Rオ jmt 肉 訳
事業名 本年度 前年度 比 車交 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

就事業業基礎能力養成
3，600 3， 600 。 3， 600 

トータルコスト 5， 148千円(前年度 5，189千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 基礎的な就業能力開発支援の実施等

工程表の政策目標(指標) 中高年者等の就業支援:中高年者等の就職率を前年度以上とする

事業内容の説明

1 事近的が年増業な、のえ事目務的中的・概業務パ要以外の職を種あにおいても、た最こ低と限活のパソコン操作早期を採就用職条を件支のーっとする企
業 るで講、 ソコン まり使式用し カない求職者の 援するため、基

パソコン 習(マンツーマン形)を実施する。

2 主な事業内容

課程 20時間コース

対象者 就求職職者するにあたり、早急にパソコンの基本的な操作方法の習得が必要とされる

講習内容 文書作ン成能ソフト得(ワード)、表計算ソフト(エクセル)の基本操作など最低限のパ
ソコ カの習

定 員 60名

受講料 無料

実施方法
対県内東者旋・県た中 ・西支部援ドの事若業者年者に業就住務業事委支ぷ託援らす員ざるはの 員( 、ふるとハローワーク就支員)
の象斡ま はミ ル・シニア の就業支さ援員の推薦により業受講援する

S これ成実成成までの度取組伏ら 見々 、利事事改ョを業業用善ン1基者点を(02名礎の0本増諺少時習化員な開い事ししコ業た6ー時〈2ス6間コ時)をコ間迫ースコ力でス}目実をしス施廃て) 
-平 19年パか ソ 実を施実施し、平成 21年度 9月補正予算
で務型ソ コ ン 講 習 した。

-平平 22年年度度からは、 した(平。
23 から定は員、 止 成 22年度:40名定員)し、

20時間コースの

く実績>

年度 巨孟重警 去就l

23年}辛 55人 3 1人 24人

24&同 44人 22人 22人

(215 2 ミ) 34人 1 5人 1 9人
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室[就業支援室]

事 業名 本年度|前年度 ! 比 較
財 i源

間一訳
備考

内

(新}女性の創業応
援事業 1 2， 3171 01 2， 3171 . 1 1 1 2， 317 
ト-11j(， コスト|山7千円(前年度 0千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容|事業内容詳細検討、委託契約先選定、契約、事業進捗管理等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県丙において、女性が創業しやすい環境整備の一環として、女性が創業を考えるきっかけとな

るセミナーを開催する。

2 主な事業内容
創業に関心はあるが、何を学べばいいのか、自分は何をやりたいのか、どのような準備が必要

なのかなどがわからず創業へ踏み出せない女性や、創業に向けたヒントをつかみたい女性など、
創業について漠然とした意識の人でも気軽に参加でき、創業へのイメージを具体化するため次の
セミナーを開催する。

[女性のための創業ファーストステップセミナ}の概要]
0位置付け 女性の社会での活躍への意識啓発と現実の創業とをつなぐものとして実施
。開催回数全5回(県東部・西部地区…各2回、県中部地区… 1回)
0定 員各回 20名程度
0内 容大創業のヒントとなる講義

く〉そもそも創業って? <)私にも創業できる?く〉どうやって創業する?
<)創業までの準備・手続はワ

女講師、受講者同士の交流

女性の創業支援について

一般財源

巴 |《商工固体》

0創串験白岡市臨{巨手ネスブラU咽作喰等市

《県農灘慣属機構》
[県補助事.](県車車振興韓室ヨ
or創業主援セシター』で由起草7ドパイス
Oぜジネスブランコンテスト
。起車.畢テャvシ~補助金

起禽創操 1 :副車前後に必lJ!:t.l:経費をま揖{冊目
チャレヤ;? 1万円以内、2朝間.1/2摘助)
補助金{鼎〉

抽

摘

制

au

伺
u

-
m
/
 

創

2
・R

嘩

盟

制

遭

弘
明

山

棚

開

胸

囲

】

4
金
臼
助

金助捕酬
制

3 これまでの取組状況等
-本県では、創業に関するセミナーや相談、補助制度により男女を関わず支援を行っている。
・日本再興戦略において「女性の活躍推進」が上げられており、女性が活躍できる環境整備が必
要とされている。

-本県の女性による創業件数は少ないが、増加の兆しがある。その中でも小規模な創業が多い。
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5款労働費
1項労政費

1目 労政総務費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室[就業支援室]

事 業名 本年度|前年度|比較
源

(内線 7699)
(単位:千円)
一一一ーーーーγ一一一一一ー
訳

備考
目オ 肉

国庫支出金|起債|その他|一般財源

労働移動緊急対策
事業 I 150，000 150，000 。 150，000 

トータルコストI153，096千円(前年度 156，355千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容|労働移動受入奨励金の支給事務

工棋の政策相指標)I -
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
事業の再編、縮小等に伴う人員削減により離職する人を正規雇用した県内企業に対して奨励金

を支給することで、企業聞の「労働移動」を支援し、雇用の維持・安定を図る。

2 主な事業内容
( 1 )対象となる離職者

(J!t)産業雇用安定センターに移籍支援登録をしている企業の離職予定者で、ハローワーク、
(財)産業雇用安定センター又はその他の職業紹介事業者(以下「ハローワーク等」という。)
に求職登録している者等。

( 2)対象となる送出企業・受入企業の業種
鳥取県地域産業活性化基本計画の集積業種 (31業種)など県が認めた業種
(例)電子部品・デノ〈イス・電子回路製造業、食料品製造業、情報サービス業 など

(3 )奨励金の額 1人あたり 100万円 (6ヶ月ごとに 50万円) ※想定人数 150人
(4)支給要件

く送出側の主な要件〉
次のいずれかに該当する送出企業
0 最近 3か月の生産量等が前年同期に比べ概ね 10%減少している。
0 最近 3か月の雇用保険疲保険者数が、前年同期に比べ増加していない。

く受入 lの主な要牛>
0 県内に所在する事業所で、対象となる離職者をハローワーク等の紹介により正規雇用す

る。
O 雇い入れの日の 6か月前~正規雇用から 1年経過後までに事業主都合解雇がない。
O送出企業と経済的に独立している。(親会社、子会社、関連会社は対象外)

(5 )労働移動支援の枠組み
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費

1項労政費

1目 労政総務費

雇用人材総室[就業支援室](内線田 7229)
(単位;千円)

Rオ j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 車交 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

験連正()重規型点雇雇分用用野事奨職励業場金体関 88， 200 179，000 ム90，800 88，200 

ト-$1ルコスト 91，296千円(前年度 182，178千円) [正職員・ 0.4人]

主な業務内容 正規雇用奨励金の支給事務等

工程表の政量目標(指標)

事業内容の説明

1 事重点奨業分励の金野目職的を場支・概給体要験す型雇用事業で規有期雇雇用用した職場体験者を事業主が正規雇用した場合に、正規
雇用 ることで、正 の拡大を図る。

| 相所要定見込人み数額 18888名， 000千円 (1. 000千円 X88名)

す※る 業失を
平 25

の・対3割象以分野

-雇用期間

3 

これ報〈品まで2の3取Z年皇草組状室事蓄青認は31鎚12唯諜霊童塁手弓詰ipし 正費量自 11924 1l立立 28 の 対し、正 164 。

526 12212日 ので 託3済8名み。、そのうち 25名が正規雇用)
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費
n頁労政費 雇用人材総室[就業支援室1(内線:7229)

1目 労政総務費 (単位千円)

財 J市 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 車交 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

規専(正雇門規用的雇技促用進術奨者事励等業金正) 2，000 10，000 ム8，000 2，000 

J 

トータルコスト 2，000千円(前年度 10，794千円) [正職員 0.0人]

主な業務内容 正規雇用奨励金支給事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

規雇平成用 24年事度業専主門的技術的職規雇業正規奨励雇金用促進支事給業によるトライアル雇用実施者を、引き続き正
した に対して正 用 の を行う。

2 主な事業内容

県の「重点分野職場体験型雇用事業Jの対象とならない求職者のうち「専門的・技術的職業」

への正社員を希望する者について 6ヶ月以内のトライアル雇用を実施し、トライアル終了後に正

社員採用となった場合に正規雇用奨励金を支給する。

ムー.
" 

0トライアル雇用

0正規雇用奨励金

3 これまでの取組状況

[利用実績]平成 24年度:正社員採用決定 7社 (11名)
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費

1項労政費
1目 労政総務費

事業名 本年度 前年度 比 較

雇用人材総室f就業支援室1(内線:7229)
(単位:千円)

Rオ i原 内 訳
備考

国車支出金 起 債 その他 一般財源

雇助用成維事持業促進利子
2， 513 6，263 ム3，750 2，513 

トータルコスト 3，287千円(前年度 7，057千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 補助金交付申請書等の受理・審査・交付決定・支払等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

資 に以下金」い一等県、雇借部内におけ助す資る雇金成用環限を利境る。用の改善を「対図象るため、 県と制度う融。中)資小を企利(経業用者営し安にて対定経支し営援ての借、安換対定象資に金資努及金めびのる支旧と制払と利度も融息
のに 換用を調助特別整成 る金。 して雇用の維資持に努める

<経制よ雇度済り用。上、調労の整働理助者由成にの金雇よ>用り、 事業持活を動の縮場小合を余儀がな業くされた事業事主が負、休担業相、当額教育訓練部又をは成出す向に
の維 図る に国休手当など業主 の一 助 る

。

2 主な事業内容

項目 内 ?O 

次のア雇及対(用び象平資調成イ金整の2助いを6借成年ずれ金り1入月にのも該当す定札6年るを未受県1納内の中小企業が者な対象者 ア れ支てお の延滞金いこと。
イ 決けているこ

か給ら 26oF12月までに受と。けた支給決定に限るョ)

助成内容 対象資金の借入利息のうち年率 1パーセントに相当する額を県が直接補助す
る。

交付時期等 年す4回(5月、 8月、 11月、 2月)、事業者からの申請に基づき県が直接交付
る。

3 これまでの取組状況、改善点

金融機関等との連携及び対象資金活用企業に対する制度の周知に努め利用促進を図った。

年度 平成 22 平成 23 平成24 平成 25(12月末)

利用実績 (11 51事2業月所分) [11 63事0業月所分) (1939事月業分所) [6事業所分)
35月

、
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平 成 26年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費

11頁労政資
1目 労政総務費

雇用人材総室[就業支援室](内線:7229)
(単位:千円)
一ー一ーーγー一一一ーーー寸

財 源内訳
事業名 本年度|前年度 比 較

緊急雇用創出事業11，412，3561 2，648，2201ム1，235，864

国庫支出金|起債| その他 |一般財源

く繰入金〉
1. 407. 078 

〈財産収入〉
5，278 

備考

トータルコストI1，427，834千円(前年度 2，664，108千円)[正職員:2.0人非常勤職員 2.0人]

主な業務内容|基金事業審査、補助金事務等

工程表の政薫目標(指標)I緊急雇用対策のための基金事業による雇用創出

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用し、臨時的な雇用機会の創出のほか、地域の実情

に応じた「人づくり」による雇用の拡大や在職渚の処遇改善に向けた取組を推進するための県及
び市町村事業を実施する。

(250，994千円)
を対象に継続して実施する。市町村へは補助金(補助率10/10)

(2)地域人づくり事業 (1，150，288千円)
国からの平成25年度の交付金による基金を活用し、民間企業等への委託により次の事業を実

施する内市町村へは補助令(補助率10/10)を受付する内
事業 内訳 | 事業内界

雇用拡大プロセス|未就職卒業者や、結婚・出産による離職から再就職を希望する女性
求職者等の失業者に対して、地域の企業等で就業するために必要な
知識・技術を習得させるための人材育成を行う事業 |平成26年度
(雇用を伴わない事業も可能) I末まで
《雇用期間》ー ー1年以内(雇用を伴う場合)
《実施要件》… ・受託者は、「人材育成・就業支援計画」の策定 |平成26年度

が必要 |までに開始
・雇用を伴う事業では、 OJTとOFF-JTを組み合わ|した事業は
せた人材育成が必須 |平成27年度

・雇用のみの事業では、事業費に占める新規雇用|末まで実施
者の人件費割合が 1/2以上 |可能

処遇改善プロセス|非正規労働者の正社員化や販路拡大等の事業者の取組を支援するこ
とにより、在職者の賃金引上げ等改善を図る事業

(3)その他

《実施要件》 ・・ 受託者は、「処遇改善計箇」の策定が必要
《委託想定先》・・ 支援対象企業、又立関係団体やコンサルタント

企盈盤盟主主

・基金事業運営のためのコーディネーター人件費等 (5，796千円)
・基金運用利息の基金への積み増し (5，278千円)

3 これまでの取組状況、改善点
平成25年度末に創設された「地域人づくり事業Jでは、地域の実情に対応した人材育成による

雇用拡大や、在職者の処遇改善を目標とする事業実施が可能となり、経済再生成長戦略等と連携
することで、より効果的な雇用拡大成果が期待できる状況となった。
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平成26年度緊急雇用創出事業事業一覧

1 起業支援型地域雇用創造事業

所属名 事業名 事{千業円費) 雇新(人規用) 事華祖要

打ネって揖出事品コン販テ路ンツピジ 秋雇草用席しのコ京ンのテンツ高とアンテナショッブ在中心に活動する臨時開拓員を
結器部 -車京本部 ス応 業( 開拓 6.900 1 、車 企業のマッチンゲ、商品開発、マーケティンゲ、企業

員) 鶴融などを県内企業と調整しながら行う.

商工労働部 雇用人材総室 人材育成型雇用促進事業 96.794 25業県向苦の失業申者しに対し、正た規県雇内用企へ業等の帯へ行墨田を前し提てとした人材育成苦行う事
‘予出のあっ 実施する.

時 金 54.300 

曹理運営費 3.949 

E十 161.943 26 

2 地域人づ〈り事業

所属名 事業名 事{千業円費) 新雇{人規用} 事宰概要

県内コンテンツビジネス産業のE瀦開拓等を主揖するため、秋葉原のコ

輯務部 東京本部 アキパツ量ビジ!打ネスって出事るコン
テン 応揖業

6.900 1ンテンツ高ビジネスオフィス在中心に県内コンテンツ商品の臨路開拓等
の活動苦行う人材を雇用し、 OJTやOFF-JOB等を通じて曽義能
カを強化育成を図る。

移制たタ住ーめ活希用)、望移のを者住提育希が案成安望すを者心行るか.うして移の住住宅でき関人る材環す境る(整相空備践き対家と空き家の事I活用を梶遇する
とっとり暮らし宜揖課 とっとり移住定住茸揖事業 4.280 1 ら に 応や空き軍の掴り起こしゃ

ことできる 活用コンサルティンゲマス. 
中山間地地域協をカT宜等や等の外えを部修人る材研得{サ修をさ育等せポ成ーにるす取よト組) るり取組音推進するため、 中山間地織等にお

地培握車部 とっとり暮らし:宜揖課 地培サポート人づ〈り事業 10.530 2いて 活動を行っている事業体に若者等を雇用
し‘ OJ 地培サポート活動などに必要な研修企固
の立案龍 さる を量髭する.

新性鳥取たをな広環分績げ野る大学のたFめな.bのどL.実がb産験(工学フ耳ァ官}協ブ働ラに構ポで取わ由るり組人人材むに団よを育体る成自す由なものづく りの可学ら能大や

教育学荷揖興課 ものづ〈及り率教育業のための 12.624 
るため、鳥取大

FabLab昔
2 に聾託L‘子どもかb
人すまで一貫通買の「ものづ〈り教育jの実践活動の担い手を雇用田育成

る.

文ポ化ー祖ツ局先ス 文也政措課 鳥育取成事ゆか業りの文学尭理人材 7.651 
尾周崎辺肱事能業生苦実寵施130周a 併年せ記古て事雇業用者をのより効・果的に実施するための広報等

1 する. 雇用 イベント企園田運歯止びチラシ・
広報編集等にかかる龍カ向上につなげる.

長寿社会課 とっと防り人地ヴ堪推〈進り事介謹業 ・認
知症予

5.985 10元気高齢者等が中心となった地域サロンや認知症予防に需がる取組等を
新たに実施する企業‘ NPO等に封し、人件費を伴う宜揖苦行う

福祉埠健部 青少年・軍鹿糠 進児童事聾業護施設等職員雇用恒 45.322 17児童豊麗施置等に畢託し、斬たに雇用した直接担遇職員(慢宵土等)に
人材育成を回りながら、正職員化苦目指す.

青少年ー家庭課
要事業保題{喜児童多就原学労等国自中立卒主児童揖 2.994 1畳{正直の知識田学力を習得させるとともに.希望する高校に進学できる

主揖著書業)
ょう学習主揮を行うため、学習塾等に学習指導を聾託

生活環壇部 環境立県推進課
とっとりC02ダイヱット作 5.134 1協賛イ庖舗のフォローアップと本事業の普及啓尭を行う‘ 「とっとりC02
職フォローアップ事業 ダエット作戦J推進員をft2置

立地軸暗課 企高業度立人地材育に探成事る雇業用拡大・ 100.000 
誘立致地企業あにわせより新人規材確立地保や事人業拡大苦行うための新増世事業などの企業

46 に ‘ 材育成を目的として行う雇用田人材田修目
臨路開拓・海外層聞等を宝揖

商工骨働部 経済産業桔室 パ翼励イ事オベ業ンチャー正規軍用 14.0凹 2県内パイオベンチャーに封し、研究開国軍等に必要な控術者の養成を宜揖
し、正規雇用につなげる.

経揖産業輯室 産憧業進事主担業櫨関瞳がい者雇用 2.392 
産業者主を揖雇世用間に機おいて業、継器続を経的験な雇させ用を実現ため、試行として1年間障が

1い し、々な ることで、継続的な雇用に結びつ
ける.
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事業取業拡の大り組に事向けた中長ー促進期ダーす的な経育宮成課す題る等を明確研に修した経う富こ者とが‘ そりの課県雇用人材結室 県内企業魅力量見主揖事業 4，107 一題内企に む業拡中堅リ を ための を行 によ
大を る.

雇用人材総室 障がい者就業主揖推進事業 14，042 3 に 主員応を配じ置て ( 名就害てし職者宜、就就揖し業職たを陣行しが生たう活陣.い者主が揮がい離セ者職のン職せタずー場‘ 職長訪場問〈勘定し着め‘られ揮軍るために、 各軍県内描13かずと所連つ揖の]障し
在 、必に 聞 聞

雇用人材結室 若年者就業主揖事業 6，015 ー 現ムに在に対組実すみ施る込若し年てみ者い、皇のる意若際年に識者就形就職成職をし基担た礎際進構のL座状、安に況職定に場近的でいな雇の休監就用労担を体行進瞳をう回をこカとるで.リキ、就ュ牒ラ

雇用人材総室 離支援職者事等業人材開閣型再就職 29，879 30離め実職現の者研を等修図でをる再実園就施職す先るHとEとたまもにらな、垣い者期に間対の企し業て実、再習就を職通へしのて意早欲期向の再上就回鴻た

雇用人材斡室 中高年者就業主揮事業 13，377 2中る高「就年者業の働揖きたい者の要望と高、社年者会の求就業め梶る進ニーズをマッチングさせ
宜員」を増やし、中 の を坦してい<.

商工労働部
15 継葺合県協内訓をの会練推若や進と年技企す者能業るの実士.習就団職体を実担等進施にす‘よ人るる材共こ育同と体成にによを主費り揖託、す正L規、る若雇ため年用者、に結鳥を取期び県間つ職雇け業用、揖能し能カ、集承開雇用人材結皇 若業年者への技能家轄推進事 40，300 

雇用人材結車 女性の就業主擢宅デル事業 17，000 女称休ど性行)・産の音う就休県.業内代省を3職総箇合所員的に主揮しす、就ーるた職ズ相のめ談、あ新等るの企た就業に女職に性支対就揖職在主行担うセンにター脊遣(置な
3 等に設の置求人= して‘畳韓と共者の踊

雇用人材総室 人時推づ進〈事りに業よる経済成長戦 386，423 鳥的取と県し経て揖.再軒事生業成長毘職聞聞なのど対の象中分で野取でり組、県む在内企職業者がの社人材員の育処成遇等改を善主揮をす巨

る園

雇用人材斡室 宣成事品加業工業中堅リーダー育 3，凹O 食研修品加を実エ業施のし、中堅世業リー員のダ一処遇向改け善に、に業つ務な管げ理るや.生産効率向上等に向けた

匝路拡大輸出程進課 首都圏臨時開拓主担事業 5，265 1 打産角岡協的山っ会県てな出置にとの車て路共車い開駐拓同き在アたをのンい臨テ県ナ内時事開シ業拓ョ者マッのネブの主ー瞳揖ジ置をャ強ーに伴化を配すい置、るた県し産めて品‘、の新よ匝たり効路に拡果鳥大取的県でと物多

図る.

とっとり農業戦略課 ネとスっ研と修り農事業{あぐり}ビジ 10，177 ー意世的体に農系業に取修り組会む者憧を封す象に、農業ビジネスに必要な知識などに
ついて 的な研 を開 る.

畜産課 事宙産業新規就農研修主担対軍 11，185 3畜の産正業規の雇若用年や者斬の規有就期農雇へ用とつと控な能げ習る得.、畜産農家実習を過して聞悟団体

農林水産部

畜崖課 膏レ産ン物ジ生主撞産事業消費拡大チャ 20，818 2ヲこラとでン県ド畜内産畜物産の斑適通切業な界流の通活の性確也保やや人適材切確な嘩筒在袖進でめのる販.路拡大を進める

県産材・林産担興課 鳥取ジ尭ェCLT等業生産主揖ブ
ロ クト事

5，000 1新内企たな業木が材行製う品とし人て材注育目講されを主ていするCLTの臨路拡大を目指して、県
雇用・ 揖る.

予 惜 費 65，888 ー予摘惜す枠るの.範囲向で随時、雇用拡大や処遇改善のための事業を機動的に実

管理運営費 1，847 

小 at 852，135 145 

3 合計

匹 分 客(千業円費) 
軒雇規用

{人)

県事業計 (1 + 2) 1. 014， 078 171 

市町村補 助 事 業 計 393，000 

基金運用 利 息 積 立 5，278 

合 富十 1，412，356 
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平 成 2 6年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室[就業支援室](肉線:7229)
(単位:千円)

事 業名 本年度 前年度 比 車主
財 i原 内 訳

国庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

県内主要製造業再
生支援事業 I 17，700 。17，700 17，700 

ト-$1ルコストI18，474千円(前年度 0千円) [正職員 O.1人]

主な業務内容|再生計画の審査・フォロー、補助事業の交付決定・支払事務等

工程表の政策目標(指標)I事業再編や閉鎖等による離職者を中心に、労働移動や製造業の再生支援、技術
人材の県内雇用創出策等を通して雇用機会を確保

事業内容の説明

1 事業の目的・概要 1 

製造業を取り巻く事業環境は、グ、ローパル競争の激化、資源制約などで悪化しており、我が国
製造メーカーの競争力強化のための国内製造拠点の統廃合が加速し、木県にも影響が及んでいる。

このため、本県主要製造業の再生を図り、先端的技術の導入による新市場開拓などグローバル
に展開する工場への転換を促進する。

2 主な事業内容
雇用規模50人以上の製造業が本県を拠点として、先進的技術を活用し、新市場の開拓な

どグ、ローパノレに展開する再生プログラムを策定した事業者に対して、研究開発、人材育成、
設備投資等に至るまで一貫した経費の一部を補助する。

(想定)再生件数 1社、雇用回復人数30人程度
(債務負担行為額) 113 ， 700千円田平成 27年度~3 2年度

雇 【認定フロー】

周五=宮，
現吋毘定申繍書LI'"司鳥

島ι 一一一γ 書
白人←主完ヲ宣言韮i""'商
品!.

古 I:'~.!i~ナー
t 造
業 l

ム姐貰感量盤
※先錨的役術の活用による生産体制構築等のために必要な
人材育成に要する経貨のー部を補助する.

〈補助率)1/2， (限度額)60万円/人

量盛盤重
※製造・研究開発等を集約した拠点工場等の段備役資に要
する経費のー節を補助する.

【対象草案者】
次のいずれも靖たす事業者が対象

申従業員50人以上を雇用する県肉製造業のうち、県肉従業員の
3制以上の人員削減を労働局"眉出又は報告した事業者

@再生計酒期間内に人員削誠前の8割以上の雇用回復を見込む
倉十箇を予定している事象者

来過去に立地繍助金を交付を受けた場合は‘ 9割以上の雇用
回復を見込む計画とする.

3 これまでの取組状況・改善点
( 1 )県内主要製造業の事業再編等に対する雇用対策及び企業再生支援等に取り組むために、

知事をトップとする緊急雇用対策会議により、対策を協議した。
・開催状況(計6回開催) [H24. 11. 12、12.17、H25.2. 1、5.10、10.16、11.29) 
.主な議題

塁内主要製造業の現状、三洋電機CEBU及び日立金属鳥取工場の事業再編、
業立地事業計画企業に係る雇用見込、緊急雇用基金事業の活用策 等門 急雇用対策窓口を雇用人材総室内に設置 (H24.11附している。

3 雲県に拠点を置く、雇用規模 50人以上の製造業の企業を訪問し、状況を把握してい
る。

(4)再生プログラムの制度に該当する企業に同制度を説明し、雇用回復を促す。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項工鉱業 費
1目 エ鉱業総務費

事業名 本年度 前年度

力(新発)見県支内援企事業業魅
(16， 588) (0) 
12， 481 。

上じ 較

雇用人材総室[就業支援室1(内線田7229)
(単位:干円)

財 源 内 訳
備考

E庫支出金 起 債 その他 一般財源

(4， 107) (162 ，588) 
12，481 

(122 ，481) 12，481 

トータルコスト 14，803千円(前年度 0千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 委託業務の管理、業務委託先との連絡調整、委託業務の成果検証等

工程表団日細書(指揮) 全国平均を上回る有効求人倍率の達成

上段( )は緊急雇用創出事業計上分を含む額
事業内容の説明

15Eii;zji韓議警襲撃i;7立妥結語臨時
2 主な事業内容

委託先.鳥取県中小企業団体中央会

区分 対象者 事業概要

教高校育生のキャリア

iifijzi麓議諜Fit
業務主 ぃ業な種ど。

大ア教学生育等のキャリ

持草む進にい大実す、学践有る生。的力等にな携就(低職わ年る候次補こ)先とでをの対、象県っ内にと企、し県業て認内の企魅知業力されのを仕感る事こじやてと技もを術促ら

保大支学生援等の人材確 企進大学業と生へ等を対心業象を優高としたイこンターンりシ援県ッすプ内企を業実施へのし就、職県
促内 県の内企関 の 秀めなる人材と確に保よを支 る。

成業中(堅地)[緊域でリ急ー人実施雇づダ用]く基のり金育事
企業(従の業中員堅)層

課県経題内グ企営等ー診業をを断育明の議等成事す業に尽拡よるし大たたり経めを促事昔に者進業必拡要すが大そなる。支にの謬援向題けを行たに取中う長こり期組とむ的にな中よ経藍り営、リ

公財)鳥業ウ取県産業持央振興、機中
援中のノ ハ体ウを 会ち
小企団中 へ、

29宇土
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7款商工費
2項工鉱業費

1目 エ鉱業総務費

平 成26年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室f就業支援室](内線:7229)
(単位千円)

ー一一一ー「一一一一一
財源内 l 訳

事業名 本年度|前年度 比較 備考
国庫支出金|起債|その他|一般財源

A
U
 

nu 
マIF

D
 

au
・

こ
研

業
者

事
用

等
雇
金

地
規
助

立
新
補

業
る
費

企
よ
修

83，2001 ム37，500 45， 700 

ト一合ルコストI48，022千円(前年度 85，583千円) [正職員 0.3人]

主な業務内容|補助金交付に係る事務、補助事業の成果検証等

工程表の政策目標(指標)I全国平均を上回る有効求人倍率の達成

1 
く企業立地等事業補助金の認定企業のうち、次の対象企
、その研修経費を助成することにより、大規模な雇用機

う企業
ローパル化、技術の高度化・製品の高付加価値化を行う企業(知事が特に認め

認定区分

企業立地等事業補助金の雇用

案件と同様(一部業種を除く)

3 

対象企業 上以

業

)

>

人

企

>

上
等
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等
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業

・

認

業
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事
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2 

、事務系企業を中心とした大規模な雇用機会の創出等が引き続き必

有効求人倍率の状況(平成25年 12月末現在)
鳥取県O. 94倍(事務的職業O. 21倍)/全国 1. 03倍
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7款商工費
2項工鉱業費

1目 工鉱業総務費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室[就業支援室](肉線“7229)
(単位千円)

事業名 本年度|前年度 | 比 較
財 源 内 訳

自庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

産業人材確保対策
事業 2， 742 2， 742 。 2.742 

トータルコストI8，933千円(前年度 12，275千円) [正職員 0.8人]

主な業務内容|誘致企業等の求人情報PR、大学生等に対する企業紹介フェア・見学会の開催、
目雇用関係助成制度パンフレットの作成等
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・
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を
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1

2

3 これまでの取組状況、改善点

事業名 取組状況
無料職業紹介事業 0求人票を随時受付、求職者への紹介を実施したロ

求人情報提供事業 0米子市市報(9月号)に、求人チフシの折込を実施した。

促大進学生事等業県内就職

0C・(企平米捜平成業成子調査高22介室専55年年フ会度度ェ27 ア
3回開催環境参大加学者.数428人

1 6人、 13 8人、
4人

2 2 社見学実施予定 (2 月 ~3 月)

県助・制国の雇用関係 0し7商周，知工O団体等部での認知、度県内も両まっており、 平商成2体5年等度へ配は布
成度のPR 00 発た行し ハローワーク、 工団

を行っ 。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項工鉱業 費

1目 工鉱業総務費

事業名 本年度 前年度 比 較

雇用人材総室[就業支援室](内線 7229)

(単位:千円)

財 j原 内 訳
備考

目il支出金 起 債 その他 一般財源

成県内・産確保業促の進人材事育業
1，824 6， 092 ム4，268 1，824 

卜一書ルコスト 4， 146千円(前年度 8，475千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 委託業務の管理、業務委託先との連絡調整、委託業務の成果検証等

工程表の政景目標(指標) 全国平均を上回る有効求人倍率の達成

事業内容の説明

1 事県業内企の業目的の人・材材概要拡育成大等に係によ支る援産内企業情活性化を図るため、 経基本営者等的層なに枠によ組対りす事みる意形識成大啓す等発を図とるほか業、
企業における人 る 報業の一術元化力 ・提供の を るこで、企
における人材育成を促進し、県 の技 ・競争力向上 業拡 を図る

2 主な事業内容 委髭宇田(公財)鳥取県産
事業区分 対象 内苦王 目的

人(材95育8千成円の)意識啓発 経管理営者者層・ 人材育成に関するセミナ を開催す 企企業業内トでップの人の材意識育啓成発を推を促進進するし、る
人材育成支援情報のー 企業全般 ウェブサイト「とっとり産業人材育 企業の人材育成を促進し、併せて
元化・提供 /求職者 成支援サイト(とっとり STEP)J 求職者の能力開発に資する。
(866千円) を運一営元的し人材育供成すセるミナー等の情報

を に提
関係機関の連携による 県内の教育機関、経済団体、産業支 企業の人材育成を効果的に支援す
効果的な人材育成支援 援機関等で組織する「とっとり産業 る方策を検討する。

Iす人材る育成支援ネットワーク」を運営

(変更点)

ンシプ事業も本-これまでは、 現場事の、事業中業核と内一を容担体を的う拡従に充業実す員施る向しとてけと研きも修たに。、将来の産業人材を確保するためのインター

・これツらについては 、委託先を変更して引き続き実施していく。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室就業支援室(内線・ 7229)

(単位・干円)

Rオ iJ車 内 訳

事業 名|本年度 |前年度|比較備考

自庫支出金|起債| その他 |一般財源

人材育成型雇用

促進事業 I (96. 794) (0) I (96. 794) (96. 794) 

※緊急雇用創出事業で一括計上

事業内容の説明

ト木事業は「鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金Jを活用する起業支援型地域雇用創造事業と|

しして、債務負担行為により 25年度から 26年度にかけて実施することとしたもの。 I

1 事業の目的・概要

県内の失業者を雇用し、正規雇用への移行を前提とした人材育成を行う事業を、企業後 10年

以内の企業等に委託することで、企業の成長を促進し、地域の雇用の受け皿を創出することを関

的とする。

2 主な事業内容

県内の失業者に対し、正規雇用への移行を前提とした有期雇用による人材育成型雇用事業を、

予算の範囲内で、県内企業等へ委託して実施する。

-対象分野

鳥取県経済成長戦略の戦略的推進分野及び重点分野の地域社会雇用分野とする。

※戦略的推進分野・・-環境・エネルギー(エコカー、太陽光、リサイクル)、次世代デノ〈イス(電

機・電子関連産業)、バイオ・食品関連産業、健康・福祉サービス関連産業、まちなかビジネス、

コミュニティビジネス、観光ビジネス、農林水産資源関連ビジネス、次世代サービス (BPO、
データセンター、コンテンツ)

※地域社会雇用分野とは、社会的課題に取り組むNPO、企業等(以下「社会的企業」とい

う。)を委託先として実施する地域再生・街づくり、環境・農林、介護・保育、教育・人材、

起業支援、雇用支援等の生活関連サービス分野の事業をいう。

く参考>起業支援型地域雇用創造事業

失業者に対する短期の雇用・就業機会を創出・提供し、又は短期の雇用機会を提供した上で、

地域のニーズに応じた人材育成を行う事業であって、地域に根ざした事業の起業等に資する事業

を実施することにより、失業者の雇用の継続が期待される事業。
L 
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

雇用λ材総室[就業支援室]

比 較
Eオ j原

間一訳
備考事業名 本年度|前年度

内

国庫支出金|起債| その他 |一般財源

内
〈

u
n
L
 

a
4
・

戸
怜

u
nnv 

q
u
 

経
事

る
進

よ
推

に
略

り
戦

く
長

づ
成

人
済
業

。I(386，423) (386，423) 

※緊急雇用創出事業で一括計上
事業内容の説明 、
「 国の平成 25年度臨時経済対策において、新たに「地域人づくり事業」が創設され、「鳥取県1
H緊急雇用創出事業臨時特例基金」を活用し実施することとなった。 I
| 本事業は、平成 25年度2月補正(経済対策〕で設定された債務負担行為により、平成 25制
l度から平成26年度にかけて継続実施するもの。 J

1 事業の目的・概要
鳥取県経済再生成長戦略の対象分野で、県内企業が在職者の処遇改善を目的として新事業展開

等において取り組む人材育成等を支援する。

2 主な事業内容
次の戦略的推進分野の企業から、在職社員の処遇改善に向けた事業計画を募集し、審査・採

択の上、事業委託を行う。(鳥取県戦略産業雇用創造プロジェクトの対象事業は除く。)
(1)実施方法

公募方式とし、審査委員会又は関係課による審査により選定する。
:護費上限 1社側当たり5，000千円以内 件

目標 処遇改善企業数 80~180社 (j4) 
※平成25年度補正対応による事業目標 1 0社 (j4) 

全体の事業目標 90~190社(件)

《人づくりによる経済成長戦略推進事業のスキーム》 《対象分野》

環境・エネルギー
(エ=カー・太陽光 ジサイクル)

[明!?1J二包日
次世代デパイス

(電融危子開辿産業}

パイオ・食品開迎産業

地底・福祉サーピス闇遮産業

まちなかビジネス

一一一一0 生産力増強、生産性向上
O 眠路拡大
0 新分野進出
O 異業種連携
0 グローバル展開など、利益を増大

させ賃金配分の原貨をつ〈る取組

=ミ~=ティビジネス

相光ビジネス

脱桝味産資甑関連ビジネス

次世代サーピ只
(BPQ・データセンター ョンテンツ)

(2 )事業の効果等
在職者の処遇改善に繋がる新規の事業展開や生産力の向上といった取組を通して、経済成

長戦略の効果的な目標達成を目指す。

く参考>地域人づくり事業
失業者に対する地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援又は短期の雇用機会を提供した上で

行う、地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援並びに在職者の賃金引き上げ等の処遇改善を目
的として、事業者が行う販路拡大等の取組支援のために、民間企業等に対する委託により行う事業。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室[就業支援室1(内線:7229)

(単位千円)

目オ i原 内 訳

事業名|本年度|前年度 比較
国庫支出金|起債

備考
その他 |一般財源

《

Unu 
nHv 

nuv 
マ，，

就

事
の
ル

性

デ

女
モ

)
援

新

支

(

業

業

(17，000) (17，000) 

※緊急雇用創出事業でー活計上
事業内容の説明

[本事業は、国の平成 25年度臨時経済対策において新たに創設された「地域人づくり事業J1 
について、「鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金」を活用し実施するもの。 J

1 事業の目的・概要
女性就職支援センター(仮称)を県内 3箇所に設置し、就職支援を行うとともに、育休・産休

代替職員等の求人ニーズのある企業に対して登録者を派遣し、女性の就業を総合的に支援する。

2 主な事業内容
女性就職支援センター(仮称)設置にあたり支援員となる者を雇用し、必要なスキルを研修等

で身につけてもらい、次の業務を実施する。
※設置場所は女性が立ち寄りやすい商業施設等を想定
( 1 )女性の就職支援

0就職に関する相談
。セミナー情報等の提供
。スキルアップのための研修
O仕事の紹介、就職あっせん

( 2 )育休・産休代替職員の紹介
0育休・産休代替職員等の求人ニーズのある企業に対して、登録者を紹介する。

3 現状、課題
0本県の女性就業相談窓口

・ハローワークマザーズコーナー(県内3箇所のハローワークに設置)
-ひとり親家庭の無料職業紹介(県内福祉保健局に3箇所、 H24実績なし)

O女性の非正規雇用の状況(総務省調査)
・非正規雇用の約 8割が自ら選択した f本意型」
=今特に女性で「不本意型」が少ないことは、日本の労働市場ならではの構造が背景

.日本では正社員で就業すると長時間労働を余儀なくされる傾向
=今多くの女性はこのような画一的な働き方はl避け、後ろ向きな理由から非正規雇用を選択

していると推察

<参考>地域人づくり事業
失業者に対する地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援又は短期の雇用機会を提供した上で

行う、地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援並びに在職者の賃金引き上げ等の処遇改善を目
的として、事業者が行う販路拡大等の取組支援のために、民間企業等に対する委託により行う事業。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

' 事 業 名

(新)食品加工

業中堅リーダー
育成事業

事業内容の説明

本年度

(3， 000) 

前年度 比較

(0) I (3， 000) 

雇用人材総室就業支援室(内線田 7229)
(単位:千円)

財源

国庫支出金|起債

内訳

備考
その他 |一般財源

(3， 000) 

※緊急雇用創出事業で一括計上

[ 本事業は、国の平成25年度臨時経済対策において新たに創設された「地域人づくり事業Jl 
について、「鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金」を活用し実施するもの。 I

1 事業の目的・概要
県内食品加工業の中堅リーダ一向けに、業務管理や生産効率向上等に向けた研修を実施し、経

営改善による従業員の処遇改善を目指す。
¥ 

2 主な事業内容
業界団体又は支援機関等に委託し、県内の食品加工業の中堅リーダー(製造ライン、品質管理、

原材料調達、事務管理等の職長及び主任クラス以上を想定)向けに、業務管理や効率性向上等に
向けた研修を実施し、経営の改善等を図るとともに、従業員の賃金アップや若年者の定着率向上
につなげる。

3 現状、課題
県内の食品加工業にあっては、誘致企業等の一部の大手を除き、作業内容に対する先入観や賃

金面での問題等から、若年層の確保が厳しい状況にある。

昨今の食品の安全管理を巡る諸問題から、消費者の加工業者に向けられる目は一層厳しくなっ
ており、従業員の意識改革とこれに伴う生産性・安全性向上への取り組みは急務である。

<参考>地域人づくり事業

失業者に対する地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援又は短期の雇用機会を提供した上で
行う、地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援並びに在職者の賃金引き上げ等の処遇改善を目

的として、事業者が行う販路拡大等の取組支援のために、民間企業等に対する委託により行う事業。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

事業名 本年度 前 年 度

事開(新拓業)離型職再者就職等人支材援 (29， 879) 。
比 較

雇用人材総室[就業支援室1(内線:7229)
(単位千円)

財 j原 内 訳
備考

目~支出金 起 債 その他 一般財源

(29， 879) (29，879) 

※緊急雇用創出事業で一括計上

Ir，事こ業本つ内事い容業ての、は説「鳥明国取の県平緊成急2雇5用年創度出臨事時業経臨済時対特策例I主;::l3金い」てを新活FhVl併実設施さすれるたもの「地。域人づくり事業Jl 

1 倒材事産育業や成の事を目業的通再・概編要等による離就職職者実等を対象に、業企を業実実施習すのほか資格取得やスキルアップ研修等の
人 して早期の再 現を図る事 る。

2 離主職な者事等業が内容、雇用創出が見込まれる企業等での研修等により、研修先企業等への正規雇用へ繋
げる。

研修項目 菜務内容等

-(企意業識実改革習前等研研修修) 再就よ職のる講研へ義修の意等を欲の実施ほを両めるため、 専要門機な知関の講師技や能再等就を職補充成す功者るに か、再就職に必 識、
ため

-企業実習
併再就せ職て予、期定た先間のに中短専に期受門機入間れ関(3研先~修の4要(座ヶ望月学等))のにを応行企業じうの実て習資格を行取得う。やスキル
アップのめ

0O雇事用業期目標開 l 雇通算用人4数ヶ月程3度0名

<参失と考業>地域、に事域対の業人すニ者づーるが地ズく行域にりう応事の販業ニじ路ーた拡人ズ大材に等応育の成じ取及た組人び支材就援育業の成支た及援めび並に就び、行的 、し者地て 業に民支在間職援企又者業はの等短賃に期金対の引す雇きる用上委機げ託会等にのをよ提処り供遇行改しう善た事上を業で目。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業 費

2目 商業振興費

市場開拓課(内線:7832)→事業実施:販路拡大・輸出促進課

(単位千円)

財 i原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 車交 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

食のみやこ鳥
i 取県推進事業 24，321 20， 323 3， 998 24， 321 

(とっとりの
逸品販路拡大
支援事業)

トータルコスト 40，573千円(前年度 37，005千円) [正職員:2. 1人]

主な業務内容 県物産展、県フェアの開催、県外見本市への出展支援等

工程表自由置目標(指揮) 県産品の販路拡大:商談会・県フェア開催によるマッチン1グ機会を増やす。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
食のみやこ鳥取県の確立のため、百貨府、量販j苫、飲食底、ホテノレなど様々な場所において県

フェアを開催するとともに、大都市部で開催される大規模な見本市に参加するなど、県内事業
者の県外へ向けた販路開拓支援及び県内事業者と県外量販庖等とのマッチングや情報交換の場
を提供する。

2 主な事業内容 (単位田千円)
事業名 事業内容 予算額

とっとりの逸品販 物産展や県フェアの開催

路拡大支援事業 -百貨唐3件程度(銀座三越、名古屋高島屋等) 6，618 
(12，144千円) -量販庖2件程度(関西圏及び首都圏のイオン府)

県ー外.*催i事U出~-'展-事ー金業庫者FへLのL旅:tç都費古支克援s_?_.底錆E車庫)ー ー -・・・・・・・__ _ 
1，680 

-県外で行われる鳥取県フェアに出展する事業者に対して

県外ー託見費本F市2ごへ宣のt乞出玄展援"j:'事するF 。ー ー-ーーー司ーー__ _ 
3，846 

-スーパーマーケット・トレードショー
-三井食品フードショー
-ジャパンインターナショナノレシーブードショー

事務費 12， 177 
合計 24，321 

3 これまでの取組状況、改善点
0これまでの取組状況

-県内外の量販府、外食庖等との商談会、県物産展や県フェア、見本市への出展支援等を継
続的に実施している。

0改善点
-物速道産展や県フェアの開催については、食のみやこJ鳥取県とともに、飛行機の新路線就航・高

路の開通などで便利になった鳥取県の観光地など総合的な本県の魅力の情報発信も同時
に実施する。

-平成26年度に東京アンテナショップを共同設置する岡山県と、ホテノレ、飲食庇等での県
フェアや見本市への相互出展など情報発信効果が高い事業実施を行う。
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7款商工費
1項商業費
2目 商業振興費

平成26年度一般会計当初予算説明資料

市場開拓課(内線:7832)→事業実施.販路拡大圃輸出促進課
(単位千円)

財源内訳
事業名本年度前年度比較 備考

国庫支出生起 債その他 一般財源

鳥取県物産協
会運営費 23，5591 24，583 ム1，0241 1 1 1 23， 559 

トータルコスト 27，429千円(前年度 28，555千円) [正職員:0.5人]

主な業務内容補助金業務、協会との事業調整等

工程初勝目標(指揮) 県産品の販路拡大・商談会・県フェア開催によるマッチング機会を増やす

事業内容の説明

1 (事件業、の目邑 取的県・概耐明要書官抽ム剖実施する物産展、アンテナショップ、民工芸インショップの推進に
要すTる:1..)経費尻竜 人件守~J)!:.費E及""びコ2ミ活IJ.動経費)についての支援を行う。

2 主な事業内牛容カ
鳥取0補県助物産対象師会事運業営費補助金 (23， 559千円)

物踊品名 等去車物即書線金時昌完管理幌齢、制覇運営般
アンァナ、ンョツプ支援事業 商品、催事出展等の掘り起こし 4，870 

フィード、パックによる商品開発、改良の

民工芸支援事業 ・民工芸事業者と県内外の販売底、物産展等の 3，794 
出品をマッチング コーディネート

関西圏販路開拓支援事業 ・ピ}コるヨ販ッツ路プクストア千里中央庖のフェアやトリ 4，839 
ピーシ 、物産展等の調整、運営や企業訪
聞によ 開拓を支援

0補助率:10分の 10

3 これまでの取組状況、改善点

来年度、岡山県と共同で設置する新たなアンテナショップのオープンを契機に より積極的に
販路拡大を図っていくため、別途、基金事業により首都圏駐在の販路開拓マネージャーを新たに
配置する。

38干土
日百手口 481f'.1月 1 日

務

C@GZE県物量設産産内立の展協持年物会等月産で恒全の日) と役割]

要

体を取り 公益性の高い団体である。
出展者調扱整B年、う 売り場管理など催事運営に精通し、帳合機能を有している。
として、信用カを有している。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費

2目 商業振興費

市場開拓課(内線:7832)→事業実施:販路拡大・輸出促進課

(単位:千円)

財 i源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

目Il支出金 起 債 その他 一般財源

共援事販業組織自立支
3，224 4，837 ム1，613 3，224 

ト一安ルコスト 5，546千円(前年度 5，631千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 補助金交付事務、補助金支出団体との連絡調整等

工程表白陸軍E標(指揮) 県外に打って出る企業数の増

事業内容の説明

1 
事県難業外のし目的・概路要拡中へ 大 しているが、 であ 弱いためで組
が いの県販内の 小食を指品向事業者を中心に小組規織模された事り営業業協力同組・体合制の等共が同販売事業単を独支援すの取る。

2 主主重責脅組込うま事合わ活業れにり動る物対支濯醐しとてのを売補湿よ協助しう同封てな組そ県T合い産デは、A品吋組を告蝿合製な舗の造致自組販を立売を活にす実動6施る区7県す域た内る取k全組h『域鳥を取の組支小県合援員規とす模だる県事わ.下業り者物へ産肱の販波売またがっがて広おくり行見、 及協効同組果

合」が

よる県外パイ

0O補補助対助象経率費

3 。0こ議平等れ成のま恥経2で瞥1の改年自取立善度組目かを状行ら況う指同平成し改て2善、3点中年京度圏まへでのは販ふ醐るさ棚と癖月ι再売生れ特欄別基晶金のを醐活用鉱し大て、共同販売事業を

組合加入促進

、

「食県業のみ銘や菓こ鳥
事耳i(~J ~ïJI!: P R 

。 1，200 ム1，200

ト-?zルコスト 0千円(前年度1，994千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容

工程表白取引標(指韓l

事業内容の説明

平時成事 25年あ4月に広廃島県広島市で開催された「第 25回全国菓子大博覧会Jへの出展支援であり、
臨 業でったため止する。

-149-



平成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項エ鉱業費 市場開拓課(内線:7832)→事業実施 販路拡大・輸出促進課

2目 中小企業振興費 (単位:千円)

財 j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 車交 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

ふ事業るさと産業支援 14，386 14，269 117 14，386 

トータルコスト 19，029千円(前年度 19，035千円) [正職員:0.6人]

主な業務内容 関係事業者との連絡調整、補助金業務、普及啓発

工程表の政策目標(指標) 伝統産業及びふるさと産業の振興を図る

事業内容の説明

1 

轄のg高T、盗E塁E苦傷唱闘程を謀詰のた進めすふ説、意欲君主あ主る個義人産問融体へ

ふる の支援や県内等への普及啓発を通じて新
商品た開発
ま、と 工支の芸技援術士すの伝承と担い手の育成を図ること

をさ目的らに のる認。定を行う。

[ふ具しるZ、い.さ鳥8因と取.産州クP業和Rラ紙]推フ伝、進統ト2事的(業昨な弓)年浜技」度術緋へま、・統技で3合法対.しを象倉支用だ吉援い緋っ)、た、地酒4域、.の菓陶特子磁色は器を、生「食5かのし竹みたや工製、こ品鳥6を取.生木県産製推し家進て具事いる7産.業建
業(おい

2 主な事業内容
(単位:千円)

事業名 事業内容 予算額

ふるさと産業支援補助金

新商品開発・販路開拓補助金 販国路内で開拓の商を支品援開発・販路開拓及び海外市場調査・ 4，000 

後継者育成事業費補助金
県者し育内て研成の優修にれ等取たにり組技要す能む市をる次経町村世費代、の研に修部引受きを継支け入援ぐれた先め等、後に継対

8，610 

ふるさと産業推進事業

民工芸県内販路開拓支援事業 展民工芸売品の新に規対取扱い底飾舗や及びR経民工芸若支援手の県内 1，000 
示 販会 して装 P 費を

普及拡大促進支援事業 県取内手に点在事す」る郷改土工芸布品等を紹介する冊子「鳥 540 
の 仕 を 版 ・ 配

鳥統取工芸県士郷の土認民定工芸品の指定・伝 市町村指から推認薦定があった民工芸品や製作者を調査 236 
し、 定・

合計 14，386 

3 般みこれ平やもま成対こで象鳥2の取に5取す年県組度推る状進なま況事でど、、ふ業改よる(善おりさ点効いと果産し的業いな支鳥販援取路補P開助R拓推金が進の実支事施援業出対)J来象にるで統よあ合うっしにた、し酒味た・噌。菓、子醤に油つないどて加は工、食「食品全の
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項工鉱業費 市場開拓謀(内線・ 7832)→事業実施.販路拡大・輸出促進課

2目 中小企業振興費 (単位千円)

目オ j原 内 iiR 
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

緊弓浜急緋対産策地事維業持
5，670 7， 992 ム2，322 5， 670 

トータルコスト 8， 766千円(前年度 11， 170千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 関係団体との連絡調整、補助金業務

工程表由政露目標(指揮) 伝路統工芸商品の振興発:行弓浜う緋等の伝統工芸品の振興を図るため、後継者の育成、販
開拓、 品 開 を

事業内容の説明

1 齢手事(鶴守米業主子の豊市見目富的、if境主概ム主港主要市E霧Tで支Z妾援雲監E喜重E誌の霊罪主主主君Eらに〔基伊匙く都結世集振車興の官詰議議ZT
統と 品 の振興状路に る新法律商 づ、 協計画県及によ地り、弓自浜治が

及す 、販開 び 品開発の 対し、 び元 体
)る。

2 主な事業内容
(単位:千円)

事業名 内容 (前予年算度額) 

鳥緋緊業急取産費対補県地策助維弓浜持事金
販事路業助開成拓等

議負議担聖庫書干対草i間信経費及び伝承館の管理に対する支援

(698) 
1， 165 

国国 象象分外分県国2l//23、、 県両市1/6合、計両1/市2合計1/6

止ま聾雲盟主主主ぴ参加踊摘発等}と対する支援
(784) 
755 

-負国国 対象象分外分県国2l//23、、県両市1/6合、計両市1/合3、組計合l/91/、組6合1/18

後育継成者助成人材
平※ど[成人平お材成1り合育92成年計5費年か6名事、ら研平業の修成後終継了2・者滞5在年が費起ま支業で援事し助業た成。実施]し、 当初の予定

(1， 505) 。

研助修成修了者 研業修所修等家了後賃助1年成以を実内施に限(補り助起率業:に県必l要/2)な設備投資及び作 (4，050) 
3， 750 

ノ

標準事務費 ※他事業に一本化 (955) 。
合計 (7，992) 

5，670 

3 i事取i業今り;者組後数寝はむはこさJ1E室ら0とi社にi産と体官事たのもと詑 19智ら問主営問が後継者錫脊
22 に第一期名、 25 に が業し、弓の

地なっを振。興するため、第3次振興計画に基づき販路開拓及び新商品開発に
している。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料

市場開拓課(内線・ 7832)→事業実施:販路拡大・輸出促進課
(単位:千円)

j原 内 訳
事業名|本年度|前年度|比較

財
備考

国庫支出金|起 債|その他|一般財源

(新)首都圏j (5. 265) 
販路開拓支援

(0) I (5. 265) (5. 265) 

事業

※緊急雇用創出事業で一括計上
事業内容の説明

[本事業は、国の平成 25年度臨時経済対策中て新たに創設された「地域人づくり事業J
について、「鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金Jを活用し実施するもの。

1 事業の目的・概要
鳥取県物産協会に東京駐在販路開拓マネージヤ-1名を新たに設置することにより、首都圏に

おける県産品の販路開拓を促進する。

2 主な事業内容
( 1 )委託先鳥取県物産協会
(2)委託金額 5， 265千円

-東京駐在販路開拓マネ}ジャー人件費 1名分(4，239千円)
.スキノレアップ研修受講費(20千円)
・事務費(1，006千円)

( 3)業務内容
百貨庇や大手量販底における物産展開催を通じて、
.首都圏に売り込む商品の情報収集
・県内事業者への首都圏ニーズの情報提供や商品開発・改良アドバイス
・百貨底、大手量販底への県産品の情報提供、紹介及び県内事業所とのマッチング、商
談のフォローアップ

など、首都圏における販路開拓に関する業務

3 これまでの取組状況、改善点
・現在、東京本部の販路開拓マネージャーが「物産展業務」及び「バイヤーへの働きかけ業務J
を行っている。

-来年度、岡山県と共同して新たなアンテナショップを設置することにより、相当の7 スコミ
取材等パブ、リシティ効果が見込まれるなど、県産品に注目が集まることが予想される。

・このチャンスを逃がさず、新たに鳥取県物産協会に東京駐在の販路開拓マネージャー 1名を
配置し、東京本部の販路開拓マネージャーと連携、協働することにより、県産品の販路拡大
と打って出ていきたい県内事業者の支援を強化する。

※物産協会のマネージャーは主に物産農業務に従事し、東京本部のマネージャーは主に新たな
アンテナショップを活用したバイヤーへの働きかけに従事するなど、それぞれ分担・協力し
ながら首都圏での販路開拓に取り組む。

く参考>地域人づくり事業
失業者に対する地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援又は短期の雇用機会を提供した上で

行う、地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援並びに在職者の賃金引き上げ等の処遇改善を目
的として、事業者が行う販路拡大等の取組支援のために、民間企業等に対する委託により行う事業。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
v頁工鉱業費
2目 中小企業振興費

事業名 本年度 前年度 比

中部総合事務所地域振興局(電話:0858-23-3984) 
(単位.千円)

財 j原 内 訳
較 備考

目庫支出金 起債 その他 一般財源

中部発 I町工場
活性化支援事業 4，494 4，427 67 4，494 

トータルコスト 6，042千円(前年度6，810千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 共同受注体制の整備・強化、農業団体・民間企業とのマッチング、支援

工程表の政策目標(指標) 商工業の振興:企業のニーズに対応した情報提供と企業への継続的なサポート
を行う

事業内容の説明

1 事業の目的・概要農
県中部地区は、 業団体が保有するライスセンターや選果場等の施設や民間企業の工場が多数

あるが、その機の械ぼ設っ備のメンテナンスは県外の機械製造メーカーが笑施しており、これに要する
費用は多額に l ている。

これを、地元企業が共同して担える体制を構築することで域、農の活業性団体や民間企業の負担を軽減
するとともに、地元企業にヒト・モノ・カネを循環させ、地 化を図る。

2 主な事業内容
(公財)鳥取県産業振興機構に委託して、メンテナンスを共同して実施する町工場グループの

組織化及び体制強化を図るとともに、機械設備を保有する農業団体や民間企業とのマッチングを
支援する。

《事業概要》 (単位.千円)

委託機関 予算額 委託業務内容

公益財団法人 4，494 中部総合事務所にコーディネーター(非常勤職員)1名を配置
鳥取県産業振興機構 し、県と一体となって下記事業を実施するo

-町工場グループの共同受注体上制にの強化・確立
-町工場グループの技術力向 向けた調整
-農業団体との連携強化
-民間企業とのマッチング

3 これまでの取組状況、改善点
、

( 1 )町工場管グループの結成
-中部 内に町工場グループを結成した。(6企業。今後、必要に応じて拡充)

( 2)受発注のマッチング
-農業団体が保設稼有働する機械設補備修を調査し、町工場グループが対応可能な設備を確認した。
-来年度の施 までに が必要な箇所を洗い出し、町工場グループの見積書を順次、提
出している

-農業団体で実績を積み重ね、今後は民間企業に参入することとしている。

(3)町工場活性化支援ネットワーク
-農業団体、企業、産業支援機関、行政などの関係機関が連携して、町工場グループの共同受
注体制の強化、受注拡大を支援していくニととしている。
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平成 26年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費
1目 商業総務費

西部総合事務所地域振興局(電話回0859-31-9636)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 l前年度|比較 I

l国庫支出金|起債|その他|一般財源".

商工労働施策推
進費 3，518 1，055 2，463 

〈雑入〉
10 3，508 

トータルコストI16，674千円(前年度 8，205千円) [正職員 1.7人非常勤職員 1.0人]

主な業務内容|企業訪問、商工労働施策・制度の説明、食のみやこ鳥取県の推進等

111毒自由量目揮(指揮) -企業ニーズAの掘り起こし:企業訪問件数の増加
.求職者の就職支援:就職支援と就職者数の増加
-地産地消の推進、食にこだわった地域づくり.学校給食等における地産地消の推
進、食に係る取組の強化

・地元食材を利用した料理の普及:地元食材を利用した料理を観光客に美味しく
食べてもらえる工夫を支援

・県西部の農林水産物、それらを活用した加工品、料理の PR:各種マスメディ
アを利用した情報発信強化

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
西部総合事務所における商工労働業務の推進に要する事務的経費 (3，518千円)

2 主な事業内容
( 1 )企業ニーズの掘り起こし

建設業新分野進出、農商工連携、増設など積極的な事業を検討している事業者を発掘するた
め、県西部管内の企業訪問を実施し、個々の実情に応じた適切な支援となる補助金や融資な
どの助成制度についての情報を提供する。

(2)商工労働施策の普及啓発及び連絡調整
商工関係では商工団体、関係機関及び企業等に対して、労働関係ではハローワーク、高等

学校等関係機関に対して施策説明会、会議・，見交換会の場で、随時、商工及び労働に関する
各種助成制度等の情報提供を行い、県の施熱の周知を図るとともに関宰機関との連携を推進
する。

(3)食のみやこ鳥取県の推進
地産地消の推進と食にこだわった地域づくり、地元食材を利用した料理の普及、県西部の

農林水産物とそれらを活用した加工品や料理の PRを図る。

(4 )企業支援、求職者支援の強化
新たに非常勤職員を配置し、管内の業界、企業の情報や食品関係の企業、団体の取組、イベ

ント情報の情報発信を強化するとともに、企業情報の整理収集を図り、迅速な支援体制を構築
する。

また、求職者に対する支援も併せて強化する。

3 これまでの取組状況、改善点
く取組状況>
( 1 )企業ニーズの掘り起こし

誘致企業、建設業、製造業、コンテンツ産業を中心としたサービス業等の中小企業を訪問
し、各企業及び業界の状況を把握じ、必要に応じて企業の発展、雇用の増加、維持に結ひ、つ
く助成制度等の情報を提供するとともに、支援策のコーディネートを実施した。

( 2)商工労働施策の普及啓発
施策説明会、会議・情報交換会の場で、関係機関・企業等に商工労働施策の情報提供を行

った。

(3 )食のみやこ鳥取県の推進 〆

学校給食等における地産地消の推進、食に係る民間活動を支援するとともに地元食材を利
用した料理を普及しようとする事業者の支援を行った。

また、西部の農林水産物とそれらを活用した加工品や料理を各種メディア、バイヤーへ情
報提供した。
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平成26年度当初予算歳出事項別明細書(商工労働部)

(単位，千円)

款 項 目 4款

衛生費 うち商工労働部

2項

環境衛生費 4目

環境保全費

節 見11

1 幸E 酬 157，211 267 267 267 

2 給 車4 1，459，130 

3 職 貝 手 当 等 787，952 

4 共 済 費 547，916 

5 災 害 中市 償 費

6 J思給及び退職年金

7 賃 金 7，083 

B 報 償 費 43，925 

9 旅 費 73，845 117 117 117 

費 用 弁 償 10，572 117 117 117 

普 通 旅 費 37，108 

特 別 旅 費 26，165 

10交 際 費

11 需 用 費 273，547 

12 1量 務 費 65，382 

13委 託 料 978，031 2，989 2，989 2，989 

14使用料及び賃借料 79，269 

15ヱ 事 請 負 費 258，942 

16原 材 事ヰ 費

17公 有財産購入費

18備 品 目善 入 費 76，543 

19 負担金、補助及び交付金 5;947，274 31，253 31，253 31，253 

20扶 助 費 1，278，567 

21 貸 付 金 898，253 88，301 88，301 88，30) 

22補償、補填及び賠償金

23償還金、利子及び割引料

24投資及び出資金

25積 立 金 19，638 

26寄 付 金 30，500 

27公 課 費 37 

28繰 出 金

予 備 費

言十 12，983，045 122，927 122，927 122，927 

財 国 庫 1，482，352 

i原 地 方 債 37，000 

内 そ の 他 2，437，379 93，426 93，426 93，426 
~R 般 目オ j原 9，026，314 29，501 29，501 29，501 
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(単位:千円)

款項目

5款 うち商工労働部

労働費 1項

労政費 1目

労政総務費

節 見11

1 報 酬 175，808 150，022 62，249 62，249 

2 給 事4 173，618 144，066 59，104 59，104 

3 職 員 手 当 等 88，250 72，150 29，600 29，600 

4 共 済 費 85，788 75，116 30，758 30，758 

5 災 室田 中南 償 費

6 思給及び退職年金

7 賃 金

8 報 {賞 費 418，529 418，047 297，607 297，535 

9 旅 費 18，108 12，180 3，941 3，910 

費 用 弁 償 9，612 6，194 2，710 2，710 

普 通 旅 費 5，219 3，469 931 931 

特 )311 旅 費 3，277 2，517 300 269 
110交 際 費 50 

11 需 用 費 39，960 38，329 6，757 6，757 

12役 務 費 13，896 11，261 4，957 4，957 

13委 託 料 2，047，065 2，046，960 1，815，518 1，786，561 

14使用料及び 賃 借 料 52，738 51，612 22，129 22，129 

15工 事 請 負 費 51，134 51，134 

16原 材 料 費

17公有財産購入費

18備 回ロ目 購 入 費 3，007 2，011 

19負担金、補助及び交付金 484，928 475，796 422，664 419，833 

20扶 助 費 298 298 

21 貸 付 金

22補償、補填及び賠償金

23償還金、利子及び割引料

24投資及び出資金

25積 立 金 5，278 5，278 5，278 5，278 

26寄 イ寸 金

27公 課 費 51 51 

28繰 出 金

予 備 費
計 3，658，506 3，554，311 2，760，562 2，728，671 

目オ 国 庫 1，017，981 1，017，981 564，747 564，747 

源 地 方 債
内 そ の 他 1，437，547 1，437，547 1，419，743 1，419，743 
訳 般 財 j原 1，202，978 1，098，783 776，072 744，181 
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(単位:千円)

款項目

2項

2目 職業訓練費 1目 2目

労働福祉費 職業訓練総務費 職業訓練校費

節 見IJ

1 報 酬 87，773 30 87，743 

2 給 料 84，962 84，962 

3 職 員 手 当 等 42，550 42，550 

4 共 済 費 44，358 30，682 13，676 

5 災 害 中間 {賞 費

6 恩給及び退職年金

7・賃 金

8 報 償 費 72 120，440 45，602 74，838 

9 旅 費 31 8，239 150 8，089 

費 用 弁 {賞 3，484 10 3，474 

普 通 旅 費 2，538 140 2，3981 

ヰ寺 見IJ 旅 費 31 2，217 2，2171 

10交 際 費

11 需 用 費 31，572 1，082 30，490 

12役 務 費 6，304 198 

13委 言毛 事ヰ 28，957 231，442 231，442 

14使用料及び 賃 借 料 29，483 56 29，427 

15エ 事 請 負 費 51，134 51，134 

16原 材 事4 費

17公有財産購入費

18備 品 購 λ 費 2，011 2，011 

19負担金、補助及び交付金 2，831 53，132 50，956 2，176 

20扶 助 費 298 298 

21 貸 付 金

22補償、補績及び賠償金

23償還金、利子及び割引料

24投資及び出資金

25積 立 金

26寄 付 金

27公 課 費 51 51 

28繰 出 金

予 備 費

計 31，891 793，749 256，268 537，481 

財 国 庫 453，234 41，357 411，877 

j原 地 方 債
内 そ の 他 17，804 95 17.709 
訳 自主 財 源 31，891 322.711 214，816 107，895 
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(単位:千円)

款項目 7款

商工費 うち商工労働部

1項

商業費 1自

商業総務費

節 JlIJ 

1 報 酬 86，491 62，157 37，580 5，809 

2 給 料 432，198 302，908 240，110 240，110 

3 職 員 手 当 等 216，450 151，700 120，250 120，250 

4 共 済 費 202，124 151，679 92，301 87，631 

5 災 害 4菌 償 費

6 恩給及び退職年金

7 賃 金

B 報 {賞 費 634，833 626，982 2，805 300 

9 旅 費 91，549 47，261 28，044 3，401 

費 用 弁 償 19，951 14，506 9，092 

普 通 旅 費 47，513 23，681 15，898 3，401 

特 月IJ 旅 費 24，085 9，074 3，054 

10交 際 費

11 需 用 費 68，737 28，184 17，421 3，382 

112役 務 費 47，722 22，554 15，255 846 

13委 託 料 772，615 360，560 53.473 

14使用料及び賃借料 259，342 32，851 15，535 5，067 

15エ 事 請負 費 94，866 4，366 

16原 材 事4 費

117公 有財産購入費

1 18備 品 購 入 費 5，944 3，000 

119負担金、補助及び交付金 8，118，335 7，579，228 2，062，045 

120扶 助 費

21 貸 {寸 l 金 890，375 867，599 584，645 

22補償、補填及び賠償金

23償還金、利子及び割引料

24投資及び出資金 2，000 2，000 2，000 

25積 立 金

26寄 {寸 金

27公 課 費

28繰 出 金 24，513 24，513 

予 備 費

計 11，948，094 10，267，542 3，271，464 466，796 

財 国 庫 82，590 

j原 地 方 債
肉 そ の {也 1，204，203 871，683 585，270 27 
訳 般 財 源 10，661，301 9，395，859 2，686，194 466，769 
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(単位:千円)

款項目

2目 3目 4目

商業振興費 金融対策費 貿易振興費

節 )jlj 

1 報 酬 25，006 6，765 
2 給 事4
3 職 員 手 当 等

4 共 済 費 3，595 1，075 
5 災 害 4書 償 費

6 恩給及び退職年金

7 賃 金

8 報 1賞 費 1，825 680 
9 旅 費 7，941 879 15，823 

費 用 弁 f賞 4，117 4，975 
普 通 旅 費 2，830 879 8，788 
特 別 旅 費 994 2，060 

10交 際 費

11需 用 費 6，363 766 6，910 
12役 務 費 5，412 370 8，627 
13委 li'{; 料 16，113 37，360 

114使用料及び 賃 借 料 4，147 437 5，884 

15エ 事 請、 負 費

16原 材 料 費

17公有財産購入費

118備 品 購 入 費

19負担金、補助及び交付金 1，108，370 762，225 191，450 

20扶 劫 費

21貸 付 金 584，645 
22補償、補填及び賠償金

23償還金、利子及び割引料

24投資及び出資金 2，000 
25積 立 金

26寄 付 金

27公 課 費

28繰 出 金

予 備 費

計 1，178，772 1，351，322 274，574 

財 国 庫

j原 地 方 債
肉 そ の f也 115 585，095 33 
訳 自主 財 源 1，178，657 766，227 274，541 
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(単位・千円)

款項 目

2項

工鉱業費 1目 2目 5目

工鉱業総務費 中小企業振興費
産業技術セン
$1一貫

節 JlIJ 

1 報 酬 24，577 16，910 7.419 248 

2 給 事ヰ 62，798 62，798 

3 職 員 手 当 等 31，450 31.450 
4 共 済 費 59，378 58.457 921 

5 災 害 補 {賞 費

6 恩給及び退職年金

7 賃 金

8 報 償 費 624，177 356，100 268.077 

9 旅 費 19，217 7，117 11，436 664 

費 用 弁 償 5.414 1，986 2，764 664 

普 通 旅 費 7，783 4，666 3.117 

特 JlIJ 旅 費 6，020 465 5.555 

10交 際 費

11 需 用 費 10，763 5，575 5，188 

12役 務 費 7，299 4，705 2，594 

13委 託 料 307，087 22，278 284，809 

14使用料 及 び 賃 借 料 17，316 5，291 12.025 

15工 事 智邑正同 負 費 4，366 4，366 

16原 材 事ヰ 費

17公有財産購入費

18備 品 目毒 入 費 3，000 3，000 

19負担金、補助及び交付金 5，517，183 3，270，504 1.461，280 785，399 

20扶 助 費

21 貸 付 金 282，954 282，954 

22補償、補填及び賠償金

23償還金、手IJ子及び割引料

24投資及び出資金

25積 立 金

26寄 付 金

27公 課 費

28繰 出 金 24，513 24，513 

予 {蒲 費

目十 6，996，078 3，845，551 2，364，216 786，311 

目オ 国 庫

J源 地 方 債

内 そ の 他 286.413 83 286，330 
訳 骨量 財 j原 6，709，665 3，845，468 2，077，886 786，311 
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(単位千円)

款項目 13款

諸支出金 うち商工労働部

1項 商工労働部

公営企業支
出金 1目 A=e=‘ ‘ 言十

鳥取県営工業
用水道事業会

節 月IJ 計支出金

1 報 酬 212.446 

2 給 料 446，974 

3 職 員 手 当 等 223，850 

4 共 済 費 226，795 

5 災 害 補 償 費

6 思給及び退職年金

7 賃 金

B 報 償 費 1，045，029 

9 旅 費 59，558 

費 用 弁 償 20，817 

普 通 旅 費 27，150 

特 iJlJ 旅 費 11，591 

10交 際 費

11 需 用 費 66，513 

12 1量 務 費 33，815 

13委 言苦 事ヰ 2，410，509 

14使用料及 び 賃 借 料 84，4631 

15工 事 請 負 費 55，5001 

16原 材 事ヰ 費

17公有財産購入費

18備 品 購 入 費 5，0111 

19負担金、補助及び交付金 7，275，424 8，086，2771 

20 扶 助 費 2981 

21 貸 イサ 金 955，9001 

22補償、補填及び賠償金

23償還金、利子及び割引料 5，718，873 

24投資及び出資金 228，569 228，569 228，569 228，569 230，569 

25積 tL 金 5，278 

26寄 付 金

27公 課 費 51 

28繰 出 金 24，513 

予 f粛 費
百十 13，222，866 228，569 228，569 228，569 14，173，349 

財 国 庫 1，017，981 

i原 地 方 債
内 そ の 他 113，033 2，402，656 
訳 般 目オ j原 13，109，833 228，569 228，569 228，569 10，752，712 
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節の明細

項 目 金額(千円)等

4款 衛 生 費

2項環境衛生費

4目環境保全費

幸R 回日 -鳥取県グリーン商品認定審査会委員 5人

-リサイクル技術・製品実用化事業補助金審査会審査員 5人

-鳥取県リサイクルビジネスモデル支援事業補助金審査会審査員 5人

負担金、補助 -鳥取県リサイクノレ技術・製品実用化事業補助金 21，533 
及び交付金 -鳥取県リサイクノレ産業事業化促進支援事業補助金 642 

-鳥取県リサイクルヒージネスモデル支援事業補助金 6，000 

-鳥取県リサイクル製品販売促進事業補助金 1，050 

-鳥取県認定グリーン商品普及促進事業補助金 1，600 

-鳥取県環境産業支援資金融資事業補助金 428 

貸 {寸 金 -鳥取県環境産業支援資金融資事業貸付金 88，301 

5款労働費

1項 労 政費

1国労政総務費

報 酎H -よなご若者仕事ぷらざマネージャー 1人

-若年者就業支援員 9人

-就業支援員 4人

-雇用基金事業コーディネーター 2人

-技術コーディネーター 3人

-就職相談支援員 6人|

給 料 -一般職員 16人

負担金、補助 -鳥取県労働者団体社会貢献活動等支援補助金 320 
及び交付金

-鳥取県雇用維持促進利子助成補助金 2，513 

-鳥取県中小企業の求人情報発信支援事業補助金 3，000 

-市町村緊急雇用創出事業臨時特例基金事業補助金 393，000 

-戦略産業雇用創造プロジェクト推進利子補助金 1，000 

-障がい者ソーシヤノレコミュエティ創業・起業支援事業補助金 20，000 

積 立金 -鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金積立金 5，278 

2目労働福祉費

負担金、補助 -鳥取県育児・介護休業者生活資金支援事業補助金 179 
及び交付金

-鳥取県労働者福祉協議会補助金 2，652 

2項職業訓練費

1目職業訓練総務費

報 酬 -表彰等候補者選考委員会委員 6人

給 料 -一般職員 23人

負担金、補助 -鳥取県職業能力開発協会補助金 27，012 
及び交付金

-J鳥取県技能振興推進事業費補助金 6，034 
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項 目 金額(千円)等

負担金、補助 -認定職業訓練助成事業費補助金 13，943 
及び交付金

-とっとりの技能魅力発信事業補助金 1，000 

-中小企業職業訓練助成事業補助金 2，967 

2自職業司|惨事校費

幸E 回H -非常勤講師 8人

-巡回就職支援指導員 5人

-向上訓練等推進員 4人

-委託訓練等推進員 5人

-障がい者職業訓練指導員 1人

-障がい者職業訓練補助員 1人

-障がい者生活指導員 1人

-障がい者職業訓練コーディネーター 2人

. ~章がい者職業訓練アドバイザー 1人

-障がい者職業訓練コーチ 1人

-寄宿舎舎監 2人

-非常勤職員(事務) 2人

-科別運営推進協議会委員 30人

-職業訓練のあり方検討会委員 12人

負担金、補助 -職業訓練指導員研修受講負担金 393 

及び交付金 -県事業主団体等委託司l練生組合補助金 1，625 

-ジョブ・コーチ養成研修負担金 40 

-防災管理者資格取得講習会負担金 5 

-全国職業能力開発校長会負担金 4 

-全国職業能力開発校長会中国支部負担金 14 

-自動車安全運転運行管理者協議会負担金 10 

-県自動車整備振興会負担金 58 

-米子市危険物保安協会会費 8 

-防火管理者資格取得講習会負担金 6 

-安全衛生推進者養成講習負担金 13 

7款商 工 費

1項商 業費

1目商業総務費

報 酬 -非常勤職員(秘書) 1人

-非常勤職員(事務) 2人

給 料 -一般職員 65人

2目商業振興費

幸R 醐| -建設業新分野進出アドバイザー兼経営相談窓口相談員 3人

-非常勤職員(コーディネーター) 3人

-非常勤職員(事務) 1人

-大規模小売底舗立地審議会委員 7人
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項 目 金額(千円)等

幸寝 醐| -鳥取県経済成長戦略会議委員 10人

-鳥取県経済・雇用振興キャピ、ネット委員 24人

-雇用創造1万人推進会議委員、パ}トナーシップ会議委員 41人

-企業BCPワーキンク事グループ委員 9人

負担金、補助 -鳥取県中小企業BCP(事業継続計画)策定支援事業補助金 7，800 
及び交付金

-鳥取県建設業介護ビジネス参入支援事業補助金 10，000 

-鳥取県建設業新分野進出事業補助金 12，155 

-商庄街振興組合指導事業費補助金 1，408 

-青年経済団体会費 468 

-小規模事業者等経営支援交付金(商工会議所) 190，377 

-小規模事業者等経営支援交付金(商工会・商工会連合会) 589，056 

-鳥取県中小企業連携組織支援交付金 91，378 

-まちなか振興ビジネス活性化支援事業補助盆 15，000 

-鳥取県運輸事業振興助成補助金 98，515 

-とっとり企業支援ネットワーク連携強化事業費補助金 6，015 

-商圏拡大・需要獲得支援事業補助金 17，000 

-鳥取県経営力強化緊急支援事業補助金 42，415 

-鳥取県物産協会運営費補助金 23，559 

-共販組織自立支援事業費補助金 3，224 

3目金敵対策費

負担金、補助 -企業立地促進資金貸付金利子補助金 29，376 
及び交付金 -企業自立サポート事業補助金(制度金融費) 594，0991 

-信用保証料負担軽減補助金

貸 イ寸 金 -企業立地促進資金貸付金

-企業自立サポート事業貸付金(制度金融費) 523， 

投資及び出資金 -経営安定関連保証強化出損金 2，000 

4目貿易振興費

報 酬 -鳥取県境港輸出入拠点化支援事業費補助金審査会委員 8人

-鳥取県東南アジアピユーロー設置運営委員会委員 1人

-非常勤職員(マネージャー) 1人

負担金、補助 -環日本海圏航路に係る就航経費補助金 35，100 
及び交付金 -鳥取県境港輸出入拠点化支援事業費補助金 19，500 

. (財)環日本海経済研究所賛助会会費 50 

-日本貿易振興機構鳥取貿易情報センター運営費負担金 12，556 

-鳥取県境港貿易振興会補助金 5，685 

-鳥取県境港利用促進支援事業費補助金 12，000 

-海外における販路拡大拠点支援補助金 17，000 

-鳥取県企業立地認定事業者貨物誘致支援事業補助金 2，500 

-境港大量貨物誘致促進支援事業補助金 16，000 

. (社)ロシアNIS貿易会負担金 312 
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項 目 金額{千円)等|

負担金、補助 -鳥取県ウラジオストクビジネスサポートセンター運営費補助金 14，800 
及び交付金 . (公財)鳥取県産業振興機構補助金 29，240 

. (公財)鳥取県産業振興機構負担金 23，707 

-境港対北東ナジア貨物輸入促進支援補助金 3，000 

2項工鉱業費

1目工鉱業総務費

幸R 酎H -非常勤職員(企業誘致担当参与) 4人

-非常勤職員(事務) 1人

給 料 -一般職員 12人

-定数外職員 5人

負担金、補助 -鳥取県企業立地等事業による新規雇用者研修費補助金 45，700 
及び交付金 -鳥取県県内主要製造業再生支援補助金 17，700 

-鳥取県企業立地事業補助金 2，738，694 

-鳥取県情報通信関連雇用事業補助金 93，221 

-箕蚊屋平野水環境影響評価委員会負担金 10，000 

-鳥取県コンテンツ・事務管理関連雇用事業補助金 77，722 

-鳥取県サテライトオフィス@とっとり構築支援事業補助金 6，000 

-鳥取県製造業生産等改善支援補助金 20，903 

-崎津団地基盤整備等補助金 8，457 

-崎津団地承水路維持管理費補助金 2，184 

-鳥取県境港竹内工業団地企業立地促進補助金 3，600 

-鳥取県工業団地再整備事業補助金 245，973 

-日本立地センター負担金 350 

2目中小企業振興費

報 蹴1 -非常勤職員(経営革新) 2人

-非常勤職員(事務) 1人

-素形材産業高度化総合支援事業費補助金審査会審査委員 4人

-経営革新計画承認審査会委員、経営革新大賞表彰審査委員会委員 7人

-鳥取県トライアル発注対象製品等選定会議外部審査会委員 2人

-鳥取県オープンデータ・ビ、ツグ、データ活用検討会委員 14人

-中小企業調査・研究開発支援補助金審査会委員 16人

-鳥取県商工労働部指定管理施設運営評価委員会委員 4人

-鳥取県知的財産マネジメント委員会委員 6人

-コンテンツビジネスチャレンジ補助金審査会委員 5人

-医工連携戦略プロジェクト推進委員会委員 6人

-鳥取県ワクワク商品開発支援事業業務委託審査会委員 2人

-とっとり産業フェスティパノレ会場設営委託公募型プロポーザノレ審査会委員 5人

-次世代環境産業創出プロジェクト検討委員会委員 3人

-環境対策設備導入促進補助金審査会審査員 3人

-鳥取県伝統工芸認定委員会委員 6人
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項 目 金額(千円)等

負担金、補助 -素形材産業高度化総合支援事業費補助金 95，104 
及び交付金 -食の安全・安心プロジェクト推進事業補助金 52，7911 

-鳥取県経済成長戦略推進モデ、ノレ事業補助金 10，000 

-とっとりEVカーシェア事業補助金 20，000 

-企業自立サポート事業補助金(地域活性化総合特区事業資金) 1，170 

-鳥取県地域活性化総合特区推進利子補助金 700 

-超小型モヒ守リティ導入実証事業補助金 8，8501 

-鳥取県環境対策設備導入促進補助金 40，000 

-次世代環境ビジネス事業化支援補助金 4，000 

-鳥取県太陽光発電システム取扱事業者協議会支援補助金 150 

-鳥取県経営革新支援補助金 122，686 

-情報通信産業における人材育成支援事業補助金 2，500 

-クラワド、サーピ、スヒ守ジネスモデ、ル開発支援補助金 9，818 

-戦略的推進分野ICT化ビジネス開発支援補助金 30，000 

-起業創業チャレンジ総合支援事業補助金 71，477 

-鳥取県産業振興機構運営費交付金 305，684 

-鳥取県版経営革新支援補助金 258，550 

-鳥取県新規参入資金(経営革新貸付)戦略的推進分野利子補助金 9，660 

-鳥取県コンテンツビジネスチャレンジ補助金 15，0001 

-鳥取県コンテンツ産業販路拡大等事業支援補助金 3，000 

-創薬支援型ベンチャー企業等支援事業補助金 20，000 

-企業自立サポート事業補助金(バイオ産業支援資金) 2，170 

-バイオ産業支援資金利子補助金 1，505 

-とっとりバイオフロンティア施設利用料補助金 1，760 

-農医協働連携事業化補助金 7，515 

-鳥取県発明協会補助金 500 

-鳥取県知的所有権センター運営費補助金 5，468 

-鳥取県中小企業外国出願支援事業補助金 900 

-鳥取県知的所有権センター補助金 3，418 

-鳥取県中小企業調査・研究開発支援補助金 75，042 

-鳥取県雇用維持企業再構築研究開発補助金 34，400 

-共同受注促進支援モデ、ル事業補助金 6，921 

-鳥取県食品加工施設整備補助金 25，000 

-医工連携推進事業補助金 10，378 

-関西メディカワールド出展事業補助金 3，223 

-国際福祉機器展示事業補助金 2，152 

-医療・介護ロボット創造プロジェクト事業補助金 20，100 

地域資源活用・農商工連携促進事業(産業振興機構コーディネーター)補助金 7，708 

-鳥取県製造業新分野転換緊急支援補助金 52，500 

-鳥取県経営改善設備投資支援補助金 86，200 
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負担金、補助 -フードディフェンス強化支援補助金 15，000 
及び交付金 -鳥取県弓浜緋産地維持緊急対策事業費補助金 5，670 

-鳥取県ふるさと産業支援事業補助金 12，610 

貸 付 金 -鳥取県産業振興機構施設管理支援資金貸付金 282，954 

繰 出 金 .鳥取県中小企業近代化資金助成事業特別会計繰出金 24，513 

5日産業技術センター費

報 酬 -地方独立行政法人鳥取県産業技術センター評価委員会委員 5人

負担金、補助 -地方独立行政法人鳥取県産業技術センター運営費交付金 777，430 
及び交付金 -地方独立行政法人鳥取県産業技術セνター運営費補助金 7，969 

13款 諸支出金

1項公営企業支出金

1目鳥取県営工業用水道事業会計支出金

投資及び出資金・鳥取県営工業用水道事業会計出資金 228，569 
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

ニヨ百"'..，ー厄之官JEI-U 1-問Z屯J/J

手前年噌度末ま込〕で額の 当該支年出度予以定降額の 左の財源内需
事 項 日浪 度 害買 特宮財源 自主

金額 期 閑 金額
国亨出庫金 地一方債 その他 財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成26年T度 補助金総平額成9，000千度円を限度 平成27年度 限度額

フンス助強ド化支ィ援フ事ェ
として 26年 に交付決 に同じ
定付した額額から平成26年額度に交

業補 した を差し引いた

超平成26年度ビ 補助金総額30，6002千度6円を限度決 0平成27年度から 限度額

導助小型モ 事リテ業 として額額、平成26成年 に交付 平成29年度まで に同じ

補ィ 入実証 付定した から平 年度に交
した を差し引いた額

平成26年度 補助金総額30，000千度円を限度決 0平成27年度から 限度額

とっとり E V力 として、平成26年成 に交付 平成29年度まで に同じ

ー補シェア推進事 定付した額額から平 26年額度に交
業 助 した を差し引いた

補素化平助成形総2材合6年産支度業援事高度業
補度決交助と金総額、平10成0，000千度円交を付限

0平成成27年度から 限度額
して 26年に 平 28年度まで に同じ

付定した額額か差ら平成26年額度に
したを し引いた

ー
之
町
田
l



度 額
前支年出度(末見込まで額の 当該安年出度三F以'iF'額降の 左の財源内訳

事 項 限 特定財源
財般源期 間 金額 期 間 金 額 支国出庫令 地方債 その他

千円 千円 干円 千円 千円 千円 千円

平鳥成取2利合県6年地特度域助活推性進
3.500 0 平成成27年年度度から 3.500 3.500 

平 31 まで

事化業総 子補区

平成26年度 補助金総額172，O00千円額交度を付限度決交 0平成27年度 限度額

業リ・補サ製助イ品実クル用技化事術
として 平成ら 6年成2度6に に同じ

付定した額額か 平 T年ニ に
した を差し引い

平成26年度
補助金総成額ら2平760年成0千度円額を度交限付度決交と

0平成27年度 限度額

リサイクル売製促進品 し て 平 に に同じ

普事業及補・助販 した額額か差ら平 26た年 に 付定
したを し引い

平次成世2代創6年環出度境事 ビジ 委と託料総額152，0た0年年0額度度干円契支を約限出度
0平成27年度 限度額

しかて、平成成 6 に し に同じ
ネス 業委 た額額差ら平 26 に し
託 たをし引い

zEZ成園2拡耕時大庭需 要雲補と助金総平かを額差成ら9.000千2度6円額を交度限付度決交
0平成27年度 限度額

ししてた額額、 2平6成年 に に
に同じ

付定した し引いた年

iiizzi 補と助金総額102，O002度千6円額交度を付限度決交 0平成成27年年度度から 限に度閉額じ
して 平差成ら 6年成 に 平 28 まで
したか平 に

付定した額額を し引いた年
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手前年宣度告末までの 当該支年出度予定以額降の 左の財吾内訳
事 項 日畏 度 額 込額 特";$'財 般

金額 期 間 金額
国支出金庫

地方債 その他 財j原

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平再成生2支る6年損援度資補金に
鳥関取県信用保証協会が金済融機 0平成 26年 度か 限度額

に対して行う代位弁 額か ら、金銭消費貸 に閉じ
関す 失償

補連ら 日本額会政及の損策び金失全補融国公額庫用の控保証協険除金会し
借に係る契約書
に定めるところ

額た填合額の 2分の 1信償を限保度を とする
により償還が完
了する日が属す
る年度の翌年度

条受まをで変。た措だ付 し、を

tて喜 高場長古老調合延長した

は後す、年その延 し
た の償還が 完す度
了 る日 属年
る度の翌
まで。

平成26年度強る i取県信用保i協官金目纏
0平成 26年度費か 限度額

経金補償営に活関す力 損化資失 に日本額対政して金行 代公 弁の済保 か金
ら、金銭消貸 に同じ
借に係る契約書

填額合 及損き全補国信償を用度保を控証協会 にに定よめり償る還がとがこ完す度ろ会の失 除し
た の 2分の 1 額限 とする 了する日 属
額 る年度の害寄年

主受在で変・た 置しを
件けて貸更 場期間合
延長し

その延長じ

た了後す年の償日が還が度完す

るまで度。るの翌属年
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期前支年出度間(末見込まで)額金の 額 当該支年出度~以n"額降の 左の財源内面
事 項 限 度 額

E支出音金 量方華寺の他
般

期 間 金 額 財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

経平借成す営換2再特6年生度円補金滑化に

鶴時領fこ複 i昔i話i皇警官鶴舞Eすt 
0平忠i弘古i室約か

限度額
に同じ

関 る損別失資 償 借にら定に係め こ書貸ろ

の 2分の 1信償を用額限保度を証控と る により 還がが完す度
了るす年度るの日翌属年

ま受Eで量ただし間合註tて喜書量; 
延長した

た了後す年、その償の日運延目、 度完すし

る 度るの翌年属

まで。

平成26年度 補助金総額成5.000千度円を交限付決度交 0 平成成27年年度度から 限度額
コンテンツビジ として額額、平 26年成 に 平 28 まで に閉じ

支ネ援ス事海業外補展助開型 定付した から平 26た年額度に
した を差し引い

平成26年度
補助金総額成4.000千度円額交度を限付度決交

0平成27年度 限度額じ
コンテンツビジ として額額、平 26成年 に に同

事ネ業ス補圏助内型支援 定した か差ら平 26た年 に
付しTこをし引い

平成26年度
補と助金総平額成3.000千円額を交度限付決交度

0平成27年度 限度額
コンテンツビジ して お度に に閉じ

援ネ事ス業販補路助拡大支 付定した額額から平成年26年 に
した を差し引いた

I
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事 項 限 度 額 ず前年血度普末込まiで警の 額 当該支年出度予以定降額の 左の害警内訳
特官 一般

期 間 金 額 車庫地方債その他 財源
出金

千円 千円 千円 千円 千円 干円 千円

経業平補成営2助革6年新度支援事
補と助金総額922，O00度干円を限決度 0平成27年度から 限度額

して 平成 6成年 に交付 平成28年度まで に閉じ
定した額額か差ら平 26た年度に交
付したをし引い額

新鳥平支成取2援県6事年版度業経補営助革
補助と金総額平か20成ら0.000千円を限 0平成27年度 限度額

決度 して額、 26成年度に額交度付 に同じ
付定した 平 26年に

交 した額を差し引いた

経平資支成営2援改6事年善度業設補備助投
補度決交助と金総額平12成0.000千2度6 円を限

0平成27年度 限度額
して額、 26年 に交付 に同じ

定した から平成 年客度員に
付した額を差し引いた

経平成営2革プ6年新度企業プス
32.946 0平成27年度から 32.946 32.946 

平成31年度まで

i 備利テ子投ッ補資助支ア援ッ事設業

起平補成業ジ2創6年業合度チ援ヤ レ
補と助金総額452，000度千円を限度 0平成27年度から 限度額

して 平成 6成年 に交付決 平成28年度まで に同じ

業ン助総支事 定付した額額から平 26年度に交
した を差し引いた額

補製平開成造2急業6年新度分援野展
補と助金総額452，000千円を限度決 0平成27年度から 限度額

して、平成 6成年度に交付 平成28年度まで に同じ

助緊支事業 定付した額額か差ら平 26年額度に交
した を し引いた
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前支年出度(末見までの 当該支年出度予定以降額の 左の財源肉
事 項 日艮 度 額 込額 特定財源 一般

期 間 金額 期 間 金 額
国支出庫金

地方債 その他 財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平中成26年業度 補と助金総額73，000千度円額交度を限度決交 。平成成27年年度度から 限度額じ

補究小企 調支査援 ・ して平成26成年に付 平 28 まで に同

研業助開発 事 定付した額額か差ら平 26た年 に
したをし引い

、

平バ資成金イ2利オ6年子産補度業助支援
3，201 0平成成27年年度度から 3，201 3，201 

平 31 まで

平成26年り度パ 1， 761 0平成成27年年度度から 1，761 1， 761 
とっと イオ 平 29 まで

設助フ利ロ用ン料テ軽ィ減ア補施

平成療26年度戦護 補助金総額202，O00度千円額度交を付限度決交 0平成27年度

医 ・介来 ロ事ボ として 平成 6年成 に

業ツ補ト助未 略 定付した額額か差ら平 26た年 に
しTこをし引い

雇平鳥成取用2創県6年戦造推度略プ産ロ業ジ
4，000 0平成成27年年度度から 4，000 4，000 

平 30 まで

ェクト 進利子
補助

職託平成業2訓6年練度業務委
8，400 0平成27年度 8，400 8，400 
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I頁 度 ず前年帯度末込までi警の 額 当該支年出度予定以降額の 左の財嚢内宮
事 限 額 特管財 自唖

期 間 金 額
国支出庫金

地方債 その他 財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成26年業タ度人
1，960 0平成27年度から 1，960 980 980 

校成県立セ産ン ー材倉育吉
平成30年度まで 、

訓等練借用パソコ
ン賃料

言5重量量2生5材育

368 0平成27年度から 368 368 
平成32年度まで

蔵セ寄庫宿ン 借用 子凍

平成内26年度製事 補度j交夫助金総額か平を11差成ら2，500千円を限
0平成27年度から 限度額

再助県生支主要援 造業補業
として詰 262度に交付 平成32年度まで に同じ
定した 平 26年額度に
付した額 し引いた

平成26年要援度製事
1，200 0平成27年度から 限度額

県内主 造業 平成32年度まで に同じ

再生助支 業利
子補

食平プ成26年全度 補助金総額502，000度千円を限度 0平成27年度から 限度額

の業安エノ ・安心
として、平成 6年成 に交付決 平成28年度まで に閉じ

ロ ヱクト推 付定した額額から平 26年度に交
進事補助 した を差し引いた額
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過年度議決済に係る分

前年度(末見込ま)で額の支出 当該支年出度予以定額降の 左の財源内=
事 I頁 限 度 額 特:iE財源 般

期 問 金額 期 間 金額
国支出庫金

地方債 その他 財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平再関成す生1支る7年損援度失資補金償にFiT早iiiiiiif平成成17年年度度から 0平成成26年年度度から 7.379 7.379 
平 25 まで 平 27 まで

填を日 度政を控策 した の 4 の
1 限とる額

平平損成成援2117補年金年度度再関生FE巧ifiiiEZ o tF主重主る主契量事約か

7.379 7.379 

支 失資にす 借に定に係め こ書貸ろ
る償 1填を日 度政を控策とす除るし額た の 4 の

により 還がが度完す
了るす年度るの日翌属年

ま件で。変た付措だし a間、をEb3 均・

重Eけて霊 覇霊延長した

後す年、その延 し
た の償還が 完す度
了る 度るの日翌属年

まで。

設平小関成規備す模貸る1損企与8年事業失度補者業償等に

35.106 平成成18年年度度から 28.561 平成成26年年度度から 6.545 6.545 
平 25 まで 平 30 まで
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度
前年度(末見ドまで専の否支出 当該支年出度弔以宮額降の 特平罫事内訳

事 項 限 額 自生
期間 額 期 間 金 額

室国出庫合 地方債 その他 財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平再成生1支8損年援度失資補金に 鳥関取対県信用保証融う協会位が金融額険機 平成18年年度度から 0平成26年度度から 1， 815 1， 815 

に してす行金除 代 弁済保 か
平成25 まで 平成28年 まで

関する 償
補ら1填を日額本限度政を控策と るし額公た庫額のの 4分金の

平平支成成援損2118補年金年度度再生 補鳥関ら取に日対県信政し用て行金保証融う協代公庫会位弁がの金済保額融険金機か
0 平成 28銭る年消契度費か

1，815 1， 815 
ら、金 書貸

資に関す 借にf系 約

る失償 1填を本額限度を策控とす除るし額た額の 4分の
にに了るす年定よ度めるり償のる日還が翌と属が年こ完す度ろ

条ま受を件延でけ変長。てた更貸しだ措付た し、聞合を

E詮す年言皇霊i:J{高渇長し

了る 度るの日翌属年完す度

まで。
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前期年度(末見間込ま)で額のl金支出 当該吉年伸，度弔以jj?額降の 特-左去の書量内訳
事 項 ~Æ 度 害E 自買

額 期 聞 金 額
雪国山庫金

地方債 その他 財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

再平成生2支0年損援度失資補金に 補鳥関ら取県信用保証融う協会位が金済保融額分険機
平成20年度度から 0平成26年度から 2，457 2，457 

に日対本額限してす行金除 代公 弁の 金か
平成25年まで 平成30年度まで

関する 償
1填を 度政を控策と るし額た庫額の 2 の

支平平損成援成2210補年年金度度再生 補鳥関ら取県信用保証融う協庫会位が金済保融額分険機
0平成 31年度費 か 2，457 2，457 

に日本対して金行 代公 弁の か金 ら、金銭消貸
資に関す

1填を額限度政を控策とす除るし額た額の 2 の
借に係る契と約書

る失償 に定める ころ

により償還が完す度
了るす年度るの日翌が属年

条ま受を件でけ変て。更貸た措付だ し聞合、を

はた延後す年長のそ債のした延富燭長が完す度し

了 度る日還が属年

I~での翌

再平関成す生2支る1年損援度失資補金償に
鳥取対県信用保証融う協会が金融額機 平成21年度から 116 平成 25年度費か 9，296 9，296 

補関らに日 政して行金 代公位額庫弁の済保 か金
平成25年度まで ら、金銭消貸

1填を本額限度を控策とす除るし額た の 2険分の

借に係る契約書

にに了定す年よ度めるり償のる日還がと属が年こ完す度ろ

iで量t:-警し首

骨て喜号た車I 
EPZし
了る 度るの日翌属年完す度

まで
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ポ前 年帯度末までの 当該守年出度予定以額降の ヰ吾平時内訳
事 項 限 度 額 込)荷 披

金額 期 間 金額
国室出庫金

地方債 その他 財源

鳥関ら取対県信用保証融う協会位庫が金融額険千機円

千円 千円 千円 千円 千円
2.千70円8 

平成18年度すエノ 平成18年度度から 15.081 平成26年度から 2. 708 

失チ資補金ヤ償にレ関ン 応る援損
に して行金代弁済保 か 平成25年 ま で 平成28年度まで
日本政策 公の 金

補1填を額限度を控とす除るし額た額の 3分の

平平レ成成ン21ジ18年応年度度援損チ補金ャ 補鳥関ら取本対県信用金保行証融う協額会位庫が金額融険機
。平成 29銭年消度費か 2. 708 2. 708 

にして 代弁済保 か ら、金貸
日政控策 公の 金 借に係る契約書

に関する 失資
1填を額限度をとす除るし額た の 3分の に定めるところ

償 により償還が完す度
了るす年度るの日が属年

喜弘けて主貸i付し註隠

受はを延長し 霊期場

た後す、そのの償延還が長が し

了 る日 属年完す度

まる年で度。の翌

平成19年度すエノ 補鳥関ら取対県信用保証協会が金済保分融額険機
平成成19年年度から 0平成成26年年度度から 5.538 5.538 

チ資失補金ヤ償にレ関ン 応る援損
にして行う代位 弁 か 平 25 度まで 平 29 まで

1 填を日本限額度政を策控とす金除融るし額公た庫額のの 3 金の
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前支年出度(末見込まで)額の 当該支年出度予以定降額の 左の財源肉=
事 項 日艮 度 額 特定財源 般

期 間 金額 期 間 金額
国支出庫金

地方債 その他 財源

補FE積信用銀i協E額1F 
千円 千円 千円 千円 千円

5，千53円8 

平平レ成成ン21ジ19年年応度損度援チ資失金補ャ 。平、に定成金係め30銭誌る年諸契度費約か
5，538 

に日 政してす行金除 代公 弁の 金か 借ら 書貸

に関する 1填を限度を控策と るし額た の 3分の
ににより 還ががこ完すろ償

重iE星日塁塁度
で変。た し間合、を

告て童書た置場長延長し

た後す年、そのる償の日還延が 完度すし

了る 度の翌属年

まで。

平成20年関一ノ票すZノ

鋪日韓額関す除11i額5255 
平成成20年年度度から 1，572 平成成26年年度度から 2，094 2，094 

チャレ 応 平 25 まで 平 30 まで

資失補金償に る援損
填を 度を控策と した の 2分の

1 H艮 る額

2，094 
平平成成2210年応年度度援損チ金ャ 鳥取z量信用p許協童草が金量野磁 。平成金31銭量る年活契主度費約主か

2，094 

補闘らに日 政して 融う代公 弁の済保 金か 借らに係め 書貸レンジ 資

1填を 度を控策と るし額た の 2 のに関する 失補 に定 ろ
償 により 還が 完す度

了す年度るの日翌属年

まる で変。ただし、を

ElてFfiE
tた立後す年、長その償の延 し

ま了るで度るの日還が翌属年完す度
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度 ず前年帯度末込ま書での 額 当該支年出度予定以額降の 左の財源内訳
事 項 日良 室直 特'iI"財源 般

期 間 金 額
支国出庫金

地方債 その他 財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成21年度ジ 鳥取県信用保証う協会位が金融額機 平成22年度から 0平成 25年度か 5，251 5，251 

チ補金ヤレン 応援損 補関bに対して行代弁済か 平成25年度まで ら、金銭消費貸

失資 償に関する 日本政控策金除融公額庫の保険金 {昔に係る契約書
tを真額を したの 2分の に定めるところ

1 限度とする額 により償還が完

了す年度るの日翌が属年す度

喜受るをで・変た婚付がし、を

たl;t延後す年、長その償のした延還が

了る 度るの日翌属年コす度む

まで。

経平急損成営資失21 年力度再関 品i取書Z信用害主官警協査庫が金書機
平成成21年度から 22，474 平成 25年 度か 219，079 219，079 

補活金償に 生す緊る
にして 代弁済か 平 25年度まで ら、金銭消費貸

額填合日 政及損策び 公 の保険協除金会
借に係る契約書
に定め償るところ

た のの2分失の 1償信を額用限保度を証控とするし により 還が完
了する日が属す

額 る年度の翌年度

ま件でけ変。て更た貸措だ付し合、閑を

たは後す、年の償の延還が し

了る 度るの日翌属年度完す

まで。
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前支年出度(末見込まで書の 菊当平該等年度主以降Eの
左の財源内訳

事 項 限 度 額 特定財源 般
期間 額 金 額 国支出庫金 地方債 その他 財源

高品重E目読量会管理書損分署室繁融公華庫霊の童保富聖除す千書喜円

千円 千円 千円 号円 千円 千円

経損平急成失営資22年度
平平成成2225年年度度かまでら 6.878 平成2主主豊か 134.485 134.485 

力再生緊
借にら定、に金係め こ貸書補活金償に関する

額填合 の 失補国償信を用額保度を証控と し により 還がが完すろ
たの 2 の 1 限 る
額 i喜はを主主E翌塁慶

で変。た措だ付たし間合、を

tて喜高E 
延長そ し

た了す後年のる償の日延還が 完す度し

る 度の翌属年
まで。

一C国ー

経平金成営23'年力度 平成成23年年度度から 6.418 平成 2嶺か 121.009 121.009 

に活関す再る損生資失
平 25 まで

借ら、に金係 貸書
補連ら日政策び 公の 金

補償
填合額 及 全補国償信を額用保度を 会 にに定よめり がこ完す度ろ

額た のの2損分失の 1 限 るし
了す年度るの日還が属年

まるで変。た翌だし、を

条受を件延けて更貸し措付た置期場合間

EHE署長し

ま了るで。度るの日翌属年フす度E 



前安手出I麦(末開込まで)結の 当該安年出度.:pi以P降結の 特主主cjFJ長内訳
事 項 限 度 額 般

期 間 金額 期 間 金額
守国出庫金

地方債 その他 財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平門県校成立2等高訓0年賃等練度技パ術専ソ

31，667 平成成21年年度から 28， 163 平成26年度から 3，504 1，752 1，752 
平 25 度まで 平成27年度まで

コン 借用料

平県成校立23賃年等練度技
9，352 平成25年度 5，980 平成成26年度から 3，372 1:686 1，686 

門コン等高訓 借用料パ術専ソ

平 28年度まで
、

職平成業ド2訓3年練度プの事グレ
43，351 平成25年度 15，561 平成26年度度から 27，790 13，895 13，895 

平成30年まで
ーアツ 業

平再関成生す2支る4年損援度失資補金償に 島取対本額県信照保匝融う協会位が金敵組協す検機
平成25年度 0平成 25銭年消度費約か 3，853 3，853 

補連闘らに して行金 代 弁済保 か
ら、金

日政策び 公庫の 会金 借に定に係める契とこ貸書ろ

填額合会及の損分全失補国償信を額用保度を証控 し により償る還がが完す
たの 2 の 1 限 と る 了す度る日 属年
曹皇 まる年 の翌度

件でけ。変て更貸た措付Tだこ し、を

重E延長し 富場長岡合

たす後、のそ償の還が延 し

ま了る年で。度るの日翌属年す度'" 

l
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前安年出度(末胃込まで}額の 扇当豆該普年度皐以降定の 額
左の肪源内訳

事 項 E浪 度 額 特定財源 般源
期 間 金額 支国出庫金 地方債 その他 財

千円 千円 干円 千円 千円 千円 干円

平経金補成営24年力度強る
主自取喜主信用鰐主融協会が喜E重目複

平成25年度 53 
平、成金25銭結る年消契度費約か

138.182 138.182 

償に活関す 損化資失 に日 政及して 代公位庫弁の 金会か
借にらに係め こ書貸ろ

填額合のの2損分策び失の補園1信償を額用限保度を るし に定より 還がが完す度
了す年る日 属年

額 る度の翌

iE h i 議Z員合延長した
その 延 し

た了る後す年の度る償の日還翌が属年完す度

まで。

平門県成立校2等高訓4賃年練等度技術パ専ソ
20.647 平成25年度 5.899 平成成26年年度度から 14，748 7，374 7，374 

平 28 まで

コン 借用料

バ企平子補成業イ2助育オ4年産成度事業業関連利 ・

3，794 平成25年度 1， 3.14 平成成26年年度度から 2，480 2，480 
平 29 まで

平と成っ2と4年り度バイ繍施オ
3， 519 平成25年度 1，698 平成成26年年度度から 1，821 1， 821 

平 27 まで

設助フ利ロ用ン料テ軽ィ減ア
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官手町年車度許末ま込書での 額 当該支年出度予定以降詰の 左の Eオ2j亙原 内 E

事 項 日艮 度 額 特官自オ 自量
期 間 金 額

支国出庫金
地方債 その他 財源

千円 千円 干円 千円 千円 千円 千円

経平借関成換す営2再特る4損年生別度失資円補金滑償化に

高取喜信用保警協童が金融機 平成25年度 1，460 平成 25年度か 120，022 120，022 
に して行金 代弁済額か ら、金銭消費貸

日 政損策ぴ 公庫の保険金 借に係る契約書

寝合客員 及 全補国償信を用額限保証控協会
に定めるところ

のの2分失の 1 度をと除するし
により償還が完
了する日が属す

額 る年度の翌年度

F受を{zt -変ただし‘をtて諸事場言開合延長した
その延し

た了後す年のる償日還が 完す

る 度の翌属年度
まで。

事平工台成業業北2補)団4年地助度再(整若葉備

300，000 平成25年度 100，000 平成26年度から 200，000 200，000 
平成27年度まで

平成24年度再(布整袋備) 
260，000 平成25年度 90，000 平成26年度度から 170，000 170，000 

工事業業補団助地
平成27年まで

事地農平成域業商2補資工4助年源連度活携用促進・
補助金総額352，000度2千4円を付限度決交

0平成26年度から 限度額

として 平か差成ら 4成年 に交 平成27年度まで に同じ
定した 平 に
付した額額を し引いた年額度

ー一

-xl



前支年出度(末見までの
期当該安年出間度予定以額降|金の 額

左の財源内
事 項 限 度 額 込額 特軍基源 般

期 間 金額 国支出庫金 地方 その他 財源

千円 千円 千円 千円 千円 干円 千円

託平門県成立校2高機4年等械度技警術備専委
1， 251 平成25年度 417 平成成26年年度度から 834 834 

J 

平 27 まで

平成警県成立セ2産ン5年業タ度人材機育械
26 0平成成26年年度度から 26 26

1 

平 27 まで

備委託

小計 1，277 417 平成成26年年度度から 860 860 
平 27 まで

平米門業成子校務2委高寄4託年等宿度技舎術給専食
8，442 平成25年度 2，814 平成成26年年度度から 5，628 5，628 

平 27 まで

蓄E成成立2産5年業度人材朱食育
162 0平成成26年年度度から 162 162 

平 27 まで

寄委セ託宿シ舎タ給 子業

小計 8，604 2，814 平成成26年年度度から 5，790 5， 790 
平 27 まで

倉平門コ校成吉ン2賃高訓4借年等練料度技用パ術専ソ

1，568 平成25年度 392 平成成26年年度度から 1， 176 588 588 
平 28 まで

1
-
回
目

1



前支奇出麗(京見込まで}栢の 当該亨年出度予定以額降の 左の財源肉訳
事 項 限 度 額 特iF財源 敏

期 間 金額 期 間 金 額
国守出庫金

地方債 その他 Eオi原

T定励金総額3724肝門額童度画i 千円
限度千額円

千円 千円 千円 千円

平建営成支設2援業5事年多度業角補化助経

。平成成26年度から
して平成 5年2度5に付 平 27年度まで に閉じ

した額額か差ら平成 た年 に交
付したを し引い

再平成生2支5損年援度資補金に 霊Fら 喜本童信間保証協喜が書量陵躍す槌

0平成 25年 度か 限度額

に して行金全融う代 弁 か ら、金銭消費貸 に同じ
関する失償

日 政損策び 公庫の証控保と 金
借定に係る契約書

及の 失補国 額用 会し
に めるところ

寝合額の 2分の 1償信を限保度を る により償還がが完す
了する度日 属年

額 る年 の翌だ 度

iはi寺島i霊B 延長した
その延し

た了後す年度のる償目還が属年完す
る の翌度
まで。

経金補平成営25年度強る
量i聖書主ぞ里害主1警聖書Z書5量豊 0 平ら、成金25銭年消度費か貸 限度額

に同じ
償に活聞す力 化損資失

日 政損策ぴ分 公庫の 協険除す金
借に定に係める契と約こ書ろ

額た填合額の及の2 失の 1償信を額用限保度を 会るし に了よる度り償る目還がが完す

るす年 の翌属年度

iii112 
その許 し

た了後すの償日 す度完

まる年で度。るの翌属年

l
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前支年出度(末見弘まで)額の 期当該安年出間度予以定額降|金の 額
左の財源肉

事 項 日展 度 額 特'lE 財源
財一般源期 間 金額 支国出庫金 地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

経平借関成す営換2再特る5年損生別度失資円補金滑償化に 霊FI童信用保i協官官重ず臣 。平ら、成金25銭償るる年消契還)--度費約か
限度額

に日 政及して行金全 代公 弁の 金会か 借に係め 書貸
に同じ

「定ー
填額合 の損分策ぴ失補国信償を額用保度を し に』より 還がが」完す度ろ

額たの 2 の 1 限とる 了るす年度るの自翌民年

条受まをで変。ただし聞合、を

tて喜苦覇; 
延した

l志年、警長その廷 し
た の償還が 完す度
了る 度るの日翌属年

まで。

平製善成支造2援業5年事生度業産補等助改
補と助金総額202，O00千度円交を限付度決交 0平成成26年年度度から 限度額じ

して 平成 5成年 に 平 27 まで に同

付定した額額から平 25た年額度に
した を差し引い

平経業補成営2助革5年新度支援事 補助金総額8O2，0002度千5円額交度を限付度決交 0 平平成成2267年年度度かまでら 限度額

として 平差成ら 5ヲ成年l に
に同じ

定付した額額か 平 た年 に
したをしい

平成25年持度 補と助金総額602.0002度千5円額交度を付限度決交 0平成成26年年度度から 限度額

雇構助用維築 ・企業 して 平成 5成年 に 平 27 まで に同じ

再補 研 究開発 定しした額額から平 た年 に
付たを差し引い

l
-
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前雪年山度[末胃京J入での 当該守年附度弔以官降栢の 蒋王手書事内訳
事 項 限 度 額 額 般

期 間 金額 期 間 金 額
雪国山庫金 地方債 その他 財源

干円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成25年り度A発言E企長ヨh 

補と助金総額452，000千円交を限決度 0平成成26年度から 限度額
とっと ベン して 平成 5成年度に 付 平 27年度まで に同じ

事チ・業育ャ補成助企総 創支援出
付定した額額から平 25た年額度に交

した を差し引い

技平[C成術T2)プ(5情年企支報度援業通事底信業力
補と助し金て総額402，0500度千円に額度交を付限決交度 0平成26年度度から 限度額

定した額諒平か成ら平成年25た年 に
平成27年まで に同じ

補ア助ッ
付した を差し引い

製補平開成造助緊2急業5年新支度分援事野展業
補助金総額752，000千円を限度決交 0平成成26年年度度から 限度額

として額額、平か成 5成年2度5に額交度付
平 27 まで に同じ

定した ら平 年に
付した を差し引いた

平成25年度 30.000 0平成26年度度から 30.000 30.000 
とっとり E Vカ 平成28年 まで

ー補シェア推進事
業 助

平子バ企成補業イ2助オ育5年産成度事業業関連利

3.201 0平成成26年年度度から 3.201 3. 201 
平 30 まで

平成25年り度I~ 1. 761 0平成26年年度度から 1. 761 1. 761 

とっと イ禰施オ
平成28 まで

設助フ利ロ用ン料テ軽ィ減ア

i
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ーC国
巴且

事 項

平も成25事年く度
化応の援づ 業り補事助業

農事平成業・2補医5助年連度携促進

事平鳥化成総業取2利合県5年子地特補度域区助活推性進

再助平県Y成生内2主支5年要援度事製造業補業

職託平成業2訓5年練度業務委

援平中成高業2務年5委年者託度就業支

平と成っ2と5年り度バイオ件居鳥
フロンティア
理委託

限 度 額

補K助金醐41剛度千円車交を高付E決支
して 平か成ら25年成 に

定した額額 平 25年に
付した を差し引いた

補と助金総平額成6，000千度円額を交度限付度決交して 25 に
定付した額額か差ら平成年25た年 に

したを し引い

3，500 

補度決交助と金総額平45成0，000千度円額交度を付限して 25 に
付定した額額か差ら平年成25た年 に

したをし引い

91，217 

114，792 

594，231 

前支年出度(末見込まで)額の 当該支年出度予定以額降の 左の財源肉
特 n ? 財 源 般

期 間 金額 期 間 金 額
支国出金庫

地方債 その{也 財源

千円
限度千額円

千円 千円 千円 千円。
平成成26年年度度から
平 27 まで に同じ

0平成成26年年度度から 限度額
平 27 まで に閉じ

0平成成26年年度度から
平 30 まで

3，500 3，500 

0平成成26年年度度から 限度額
平 31 まで に閉じ

0平成成26年年度度から 91，217 91，217 
平 27 まで

0 平平成成2268年年度度かまでら 114，792 114，792 

0平成成26年年度度から 594，231 594，231 
平 30 まで



r 

前支年出度(末見までの 当該支年出度予以定降額の 左の財源内雪
事 項 限 度 額 込)額 ヰ寺 財源 ー般

期 間 金額 期 間 金 額
守国出庫金

地方債 その他 財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

経平ー成営2革プ5年新ア度企業プス
21， 416 0平成26年度から 21， 416 21，416 

平成30年度まで

T備利子投ツ補資助支援ツ事設業

産平ン借成業タ2人5年材仮度育設校成舎セ
12，096 0平成26年度から 12，096 12，096 

平成27年度まで

賃料

平成業業25助年地度
124，326 0平成成26年度から 124，326 124，326 

事工 補回 再整備 平 27年度まで

平食プ成25年全度 補助金総額502，000千円を限付度決交 0平成成26年度から 限度額

の安ジ ・安心推 として 平成 5年2度5に額交度 平 27年度まで に閉じ
ロ ェクト 付定した額か差ら平成 年 に

進事業補助 した額を し引いた

l
一一山口

I



平成26年度鳥取県中小企業近代化資金助成事業特別会計歳入歳出予算事項別明細書

議案第7号

刷ハ

款 項 目 本年度 前年度 比較
宣百

説明
区分 金額

干円 千円 千円 千円 、

1 繰入金 24，513 21，948 2，565 

1 繰
般会計 24，513 21，948 2，565 
入 金

1 一般会計から繰入 24，513 21，948 2，565 1 一般会計かι繰 入 24，513 

2 繰越金 900 900 。
1 繰 越 金 900 900 。

1 繰 越 金 900 900 01 1前年度繰越金 900 

3諸収入 86，615 110，525 ム 23，910

1 県預金利子 228 174 54 

1 県 預金 事l 子 228 174 54 1 県預金利 子 228 

2 貸 付 金 86，287 110，251 A 23，964 
元 利 収 入

1 中小企業近代化資金
86，287 110，251 ム 23，964

1 中小企業近代化資金
86，287 

貸付金元利収入 貸付金元利収入

3 雑 入 100 100 。
1 雑 入 100 100 01 1 雑 入 100 

歳 入 ~ 言十 112，028 133，373 ム 21，345

-----------/ --------

歳入

i
-

田-ー



出山 ー

項 目 本年度 前 年 度 比較
本年度の財源内訳 節

款
国庫支出金 地方債 その他 繰入金 区 分 金額

千円 千円 千円 平円 千円 千円 千円 千円 説 明
1 中小企業近代化 112，028 133，373 ム 21，345 。 。87，515 24，513 資金貸付事業費

1 中小企業近代化
112，028 133，373 ム 21，345 。 。87，515 24，513 資金貸付事業費

1 中小企業高度化
19，794 16，664 3，130 。 。 。19，794 21 貸付金 19，794 中小企業高度化

資金貸付事業費 資金貸付金

2貸付事業運営費 5，085 5，606 ム 521 。 。 366 4，719 

B 報償費 624 

9 旅費 569 
普通旅費 400 
特別旅費 169 

11 需用費 100 

12役務費 1，792 

13委託料 2，000 

3諸費 87，149 111，103 ム 23，954 。 。87，149 。
23償還金、利子

50，064 
及び割引料

28繰出金 37，085 

。87，515 24，5131， 歳 出 dロ~ 計 112，028 133，373 ム 21，345 。

歳
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平成26年度鳥取県中小企業近代化資金助成事業特別会計当初予算説明資料
1款 中小企業近代化資金貸付事業費

1項 中小企業近代化資金貸付事業費
ヰ目 中小企業高度化資金貸付事業費
2目貸付事業運営費 経済産業総室[経営支援室](内線:7658)

3目諸費 (単位:千円)

員オ j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 上ヒ 車交 備考

繰入金 繰越金 諸収入 県債

鳥取県中小企業
近代化資金助成 112，028 133，373 .t.21，345 24，513 900 86，615 
事業特別会計

トータルコスト 125，958千円(前年度 147，672千円) [正職員 1.8人]

主な業務内容 債権管理・回収、新規貸付及び借入事務(診断・審査・申請・契約)、会計経理

エ語表町政量目標(指揮)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

独立行政法人中小企業基存盤貸整備機構と協調して、中小企業が行う共同事業に対する高度化資
金貸付を行う。また、既 付債権等の管理回収業務等を行う。

2 主な事業内容 (単位.千円)

目 本年度 前年度 比較 事業内容

中小企業高度化
事業協同組合が地震対策として行う耐久性の両いガ

19， 794 16，664 3， 130 ス導管への取替事業に対し、長期低利融資を行う。
資金貸付事業費 ， 

資金貸付、債権管理・回収等のための事務費。

貸付事業運営費 5，085 5，606 ム 521

(独)中小企業基盤整備機構への償還金及び一般会

諸費 87， 149 111，103 ム 23，954
計への繰出金
償還金 50，064 (65，010) 
繰出金 37，085 (46，093) 

計 112，028 133，373 ム 21，345

3 これまでの取組状況、改善点
中小企業近代化資金助成事業特別会計では、中小企業高度化資金及び小規模企業者等設備導

入資金により中小企業者等へ長期・個別の融資や設備貸与等を実施している。
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平成 26年度 当初予草畠入量出事項別明細書{商工労働部鳥取県中小企聾近代化貴金助成事章特別会計}

メご
1紋

うち商工労働部 商工労働部

1項 中 C'" 合計

陸盟主主 I~!'! 

錨 酬

|タ絵 車4

3 1:陸邑主手当等

義 諸毎 寄

5 ..害補償膏

16 

ν h 官 金

18 報 錨・t 壇' '" '" '" '" '" 
9 旅 ョ. .liF:!l 民向。 !ifoQ 569 !>fi!l 

審問.. ，嘗

普;韻権， ，.. ，nn '.n 400 ，.. 

特別 協署 '" 1fi!l 180 169 169 

10守際審

， .. 岡署 100 ，.. 100 LD_Q 100 

1，2待務膏 1. 19~ 1.792 1 "1Q'l 1理2 1. 79~ 

113争話料 ? nnr ? nnn ? nnn ，_ [lO[l 2.00C 

114使用料及び賃借料

115ヱ 事績告暑

1， 6原材 総 書

1ヲ .，.  

'R備品睡ス誓

，.告担舎措勘定目安付舎

120持動署

121貸付金 19.794 噌固ヲロ8 旬。ヲ" 19.794 19.794 

122織也捕域及び賠償金

123償還金 !in n向d "0 nftA nn n.... 50.064 .!in Ofl4 

124投資 及 び 出 資 金

125積 ウ令

|タ民卑 付 合

l ヲ俗 語 ' 

?R樋 出合 37.085 37.085 37.085 37.0B! 37.0851 

昔十 11') O?P; 官1')MA. T咽?n?1I 19.794 5.085 思7.14~ 11' n?良|

財 困庫 室 出 金

Z車
地 方 債

向
そ の 他 87.5H .，民" A"1 1;.11; 

'" R1 14!1 R7.1iH:1 

毘
繰 入 金 24.5U ?A "1~ ?A !i 1~ 19.794 4.711 24.5131 
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節 の明細

項 目 金額(千円)等

1款 中小企業近代化資金貸付事業費

1項 中小企業近代化資金貸付事業費

1目 中小企業高度化資金貸付事業費

貸 付 金 -中小企業高度化資金貸付金 19.794 

3目諸 費

償還金、利子 -独立行政法人中小企業基盤整備機構償還金 50.064 
及び割引料 ‘場

繰 出 金 -一般会計繰出金 37.085 

ー195-



， f ザ

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末に
おける現在高の見込みに関する調書

J
竃:

 

ず

当該年度中増減見込み

区 分 前前年度末現在高 前年度末現在高見込額 当該年度末現在高見込額

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

千円 千円 千円 千円 千円

中小企業高度化 562，585 512，292 。 27.446 484，846 
資金貸付金

d日.. 自十 562，585 512，292 。 27.446 484，846 
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議案第40号 l 経済産業総室[産業振興室]

l区

分

鳥取県附属機関条例の一部改正について

1 提出理由

県内におけるオープンデータ・ビッグデ}タの活用をより一層推進するため、専門的知見等

提l時入し調査審議を行う附属機関を新設するも吋る。

出

理12 概要

由I ( 1 )新たに設置する附属機関
名称 |調査審議する事項

及I I鳥取県オープンデ}タ・|県が保有するその利用に制限のないデジタル
ピッグデータ活用検討会|データ及び大量に収集され、蓄積されるデジタ

びI I Iノレデータの活用に関する事項

概

(2 )委員の構成

要| 学識経験者、有識者、県内外 1CT (情報通信技術)関連企業、公設試験研究機関など

1 4名以内

( 3)調査審議の内容
・国内外におけるオ}プンデータ及びビッグデータ活用動向の調査

.オープンデータ及びビッグデータ活用のために必要な施策の検討

・オープンデータ及びビッグデータ活用に向けた取組への助言 など

3 施行期日

平成 26年4月 1日
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鳥取県附属機関条例の一部を改正する条例案

鳥取県附属機関条例(平成25年鳥取県条例第53号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。

改正後

別表第 1 (第2条関係)

名称、

略

鳥取県医工連携推

進プロジェクト推

進委員会

鳥取県オープン

データ・ビッグ

ーデータ活用検討会

路

附則

(施行期日)

調査審議する事項

県内における医療機器開発の

事業化の促進に関する事項

県が保有するその利用に制限

のないデジタノレデータ及び大

量に収集され、蓄積されるデ

ジタノレデ}タの活用に関する

事項

1 この条例は、平成26年4月 1日から施行する。

改正前

別表第 1 (第2条関係)

名称 調査審議する事項

略

鳥取県医工連携推 県内における医療機器開発の

進プロジェクト推 事業化の促進に関する事項

進委員会

略
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議案第41号 雇用人材総室[労働政策室]

区| 鳥取県行政財産使用料条例等の一部改正について

(鳥取県手数料徴収条例の一部改正)

分

1 提出理由

職業能力開発促進法(昭和44年法律第64号)の規定に基づく、技能検定試験の実技試験の実

施にかかる手数料の金額については、地方自治法に基づき「地方公共団体の手数料の標準に関

提|する政令Jを参考に「鳥取県手数料徴収条例」で定めている。

出

理

由

及

この度、消費税率の引き上げ等を鑑み条例を改正するものである。

2 概要

技能検定受検手数料のうち実技試験の受験手数料を次のとおり改正する(条例第 2条第 1項

第 200号)。

[現行] 1件につき 15，700円を超えない範囲内で知事が別に定める額

[改正後] 1件につき 16，500円を超えない範囲内で知事が別に定める額

び13 施行期日

平成 26年 4月 1日

概

要
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鳥取県手数料徴収条例の一部を改正する条例

鳥取県手数料徴収条例(平成12年鳥取県条例第37号)の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分(以下この条において「改正部分」という。)を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改めるロ

改 正 後 改正前

(手数料の徴収) (手数料の徴収)

第2条 次の各号に掲げる事務については、当該各号 第2条次の各号に掲げる事務については、当該各号

に定める額の手数料を徴収する。 に定める額の手数料を徴収する。

(1)-(199) ，賂 (1)-(199) 略

(200) 職業能力開発促進法施行令(昭和44年政令第 (200) 職業能力開発促進法施行令(昭和44年政令第

258号)第3条第1号の規定に基づく技能検定試験の 258号)第3条第l号の規定に基づく技能検定試験の

実施 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定め 実施 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定め

る額 る額

ア 実技試験 1件につき16，500円を超えない範 ア 実技試験 l件につき15，700円を超えない範

圏内で知事が別に定める額 囲内で知事が別に定める額

イ 略 イ 略

附則

この条例は、平成 26年4月1日から施行する。
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議案第 67号 経済産業総室[産業振興室]

区

分

地方独立行政法人鳥取県産業技術センターが定める料金の上限の変更の認可について

1 提出理由
地方独立行政法人鳥取県産業技術センターの業務に関する料金の上限の変更に係る認可

について、地方独立行政法人法(平成 15年法律第 118号)第23条第2項の規定に基
づき、本議会の議決を求める。

提 I2 概要
( 1 )平成26年4月からの消費税率の引き上げに伴い、次に掲げる手数料等の上限額を変更

する。

出 II 金 額
区分 単 位 変更後 変更前

(今回) (Hl9. 4. 1認可)

理 II試験分析手数料 1単位につき 107，800円 104，800円

出|

及

ぴ

概

要

機器・設備使用料 1時間っき

建物使用料
-会議室使用料以外の 1平方メートノレ当たり|
建物使用料 1月につき

( 2)料金の適用は、平成26年4月l日以降とする。

[地方独立行政法人法(抜粋)】

(料金)

7，600円| 7，400円

1，360円| 1，330円

第二十三条 特定地方独立行政法人は、その業務に関して料金を徴収するときは、あらか
じめ、料金の上限を定め、設立団体の長の認可を受けなければならない。これを変更しよ
うとするときも、同様とする。

2 設立団体の長は、前項の認可をしようとするときは、あらかじめ、議会の議決を経なけ

ればならない。
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